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1近畿地方整備局 大和川河川事務所 流域治水課 （〒582-0009 大阪府柏原市大正２丁目１０番８号）  
 

 大和川は昭和57年の水害による被害を受け，全国に先駆けて「貯める対策」を進めてきた．

この「貯める対策」は後の流域治水の考え方とも合致する部分が多く，流域治水関連法案が令

和３年に施行された後，大和川は法改正後全国初の特定都市河川として指定された．大和川の

地形上，河道内のみの対策では流下能力を十分に確保できないため，流域全体で貯める対策と

して，複数箇所の遊水地を整備中である．過去から内水被害が頻発してきた地域であることを

加味し，内水取込型の遊水地として整備を進めている．令和7年度の出水期より一つ目となる保

田遊水地が運用を開始したことから，整備や上面利用における地域との連携についてまとめる． 
 

キーワード 流域治水，内外水対応型遊水地，上面利用，ローラースポーツ 

 
 

1.  はじめに 

大和川は，その源を奈良県桜井市の笠置山地に発し，

奈良盆地，亀の瀬狭窄部，河内平野を経て大阪湾に注ぐ

幹線延長68㎞，流域面積1,070㎞2の一級河川である．大

和川中上流域では，亀の瀬狭窄部に向けて156本の支川

が放射状に１本に集まる．中上流域では，勾配の緩さと

狭窄部の存在によって堰上げが生じ，内水氾濫が発生し

やすい特性を有している(図-１)．この，亀の瀬狭窄部で

は，過去に大規模な地すべり被害が発生しており，昭和

37年より現在まで国直轄施工による地すべり対策事業を

実施している．地すべり地帯の亀の瀬では河道改修を行

うことが難しく，現行の河川整備計画においても，亀の

瀬狭窄部の開削は整備計画に含まれていない．亀の瀬の

疎通能力向上が難しい中で，奈良県では，昔から雨を貯

留することによって，河川へ流れる水の量を減らす取り

組みを全国に先駆けて行ってきた．そんな中，国土交通

省では大和川の河川改修事業一つとして，大和川本川の

30k~36kで総洪水調節容量が概ね100万m3の遊水地整備を

行っている(図-2)．この遊水地整備では，5つの遊水地が

整備される予定であり，本年6月より第一号となる保田

遊水地の運用を開始した．本稿では，運用を開始した保

田遊水地についてその貯留機能の説明や平常時の遊水地

の利用や運用開始後の課題についてまとめた． 
 
 

2.  流域における治水連携 

 
(1)  過去の災害について 

大和川では過去に浸水被害が発生しており，特に昭和

57年の8月洪水では柏原上流域の12時間雨量が146mmを

記録し，浸水家屋数が１万戸を超える戦後最大の洪水被

害となった（図-3）．現行の河川整備計画においてはこ

の洪水と同規模の洪水を安全に流下させることを目的と

している．近年においても浸水被害を伴う災害が発生し

   

図-１ 大和川流域図 

 
図-2 遊水地の整備箇所 
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ており，平成29年には昭和57年の洪水を超える大雨が発

生し，王寺等の水位観測所で計画高水位を超過した．令

和5年においては三郷駅付近の線路が浸水している． 
 
(2)  流域で取り組んできた大和川の水害対策について 

昭和57年に大和川流域の北部の河川が総合治水特定河

川の指定を受け，また昭和58年に流域内の25市町村（当

時）を中心とする大和川流域総合治水対策協議会を発足

し，同協議会は昭和60年7月に総合治水対策の基本方針

を定めた「大和川流域整備計画」を策定した．流域全体

で対策を進める中で，社会経済情勢の変化に伴う小規模

開発の増加及びため池の減少，流域対策の取組の停滞，

浸水区域の市街化等の総合治水に関する新たな課題が発

生した．このことから，総合治水の取組を一層強化する

とともに，総合治水の取組を体系的に実施するため奈良

県においては，平成29年に大和川流域における総合治水

の推進に関する条例を策定した．この条例では，河川整

備等を推進し流下量を増やす「ながす」対策，開発行為

に対して調整池等の設置を義務化し流域で貯留する「た

める」対策，浸水のおそれがある区域は市街化を抑制す

るなど土地利用により浸水被害を軽減する「ひかえる」

対策を定めている．さらに，奈良県は平成29年10月の台

風21号により奈良県域で内水被害が発生したことを受け，

「奈良県平成緊急内水対策事業」に着手し，内水被害の

解消に向けて総合治水対策に取り組んできた．  
そんな中，流域対策をより一層加速させるための法的

枠組みである特定都市河川浸水被害対策法等の一部改正

により，大和川においても特定都市河川としての指定が

可能となった． 
大和川流域(奈良県域)では，亀の瀬狭窄部における河

川改修が難しく，近年においても内水氾濫等による浸水

被害が頻発している状況にあることから，大和川におい

ては，令和3年12月末に特定都市河川浸水被害対策法等

の一部改正後，全国初となる「特定都市河川」の指定が

なされた．これを受け国と奈良県，流域自治体25市町村

などで組織する「大和川流域水害対策協議会」を令和4
年1月に設立し，5月末に，流域のあらゆる関係者が協働

して治水対策を推進するため，ハード・ソフト一体の総

合的な水災害対策を位置づけた「大和川流域水害対策計

画」を新たに策定した．整備計画に基づいて河川整備を

加速するとともに，雨水貯留浸透施設の整備やため池の

治水利用などの流域対策を継続的に進めつつ，貯留機能

保全区域や浸水被害防止区域の指定を行うなど，本流域

水害対策計画に基づき，流域のあらゆる関係者が協働し，

流域一体で総合的かつ多層的な浸水被害対策を講じるこ

ととしている． 
 
 

3. 地域と連携した保田遊水地の整備 

 
(1)  保田遊水地の諸元について 

保田遊水地の諸元を下記に示す．また，保田遊水地の

写真を図-4に示す． 
諸元 
貯留量・・・・・・・・23万m3 
面 積・・・・・・・・7ha 
周囲提・・・・・・・・740m 
囲ぎょう堤・・・・・・全長300m 
越流提・・・・・・・・100m 
樋 門・・・・・・・・3基 
保田川水路・・・・・・380m 
遊水地内掘削・・・・・48,000m3 
コンクリート張工・・・約35,000m2 

 
(2)  災害時における運用 
近年の内水被害の頻発化を踏まえ，国も含めた流域全

体で流出抑制・被害軽減対策を進めていくことが重要で

あることから，大和川遊水地においても，流域水害対策

  

図-3 昭和57年に発生した災害の様子 

 

(上)保田遊水地の航空写真 

 
(下)底面縦断図 

図-4 保田遊水地の航空写真と底面の縦断図 
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計画では，内水取り込みを行う遊水地として，必要な外

水取込容量は確保したうえで，中小規模洪水（整備計画

規模洪水も含む）に対して内水被害軽減効果を併せ持っ

た遊水地(図-5)として建設された．保田遊水地の洪水調

整の仕組みは平常時を含め４段階(平常時・内水取込

時・外水取込時・排水時)で構成されている．(図-6) 
 1.平常時 
遊水地内を流れる保田川水路を通じて，保田川の水を曽

我川へ流している． 
 2.内水取込時 
曽我川の水位が上昇した際は，保田樋門を閉門し，遊水

地内に保田川の水を貯留する． 
3.外水取込時 
大和川の水位が保田遊水地の越流提より上昇した際に大

和川の水を遊水地で貯留する．その際に，内水取込樋門

から保田川へ逆流することを防ぐため，内水取込樋門を

閉門する． 
4.排水時 
排水時には，内水取込樋門を閉門した状態で，保田樋門 
及び保田第二樋門を開門し，遊水地内で貯留していた水

を排水する． 
保田遊水地では，内水を取り込む都合上，土砂が流入

する頻度が高い状況となる．そこで，遊水地底面に勾配

を付けるとともに，図-4下図の縦断図イメージのように

遊水地底面を一律の地盤高にするのではなく，必要な治

水容量を確保したうえで，段差をつけることにより，遊

水地内における浸水頻度の差別化を図り，効率的な遊水

地内の維持管理できるよう工夫がされている．なお浸水

頻度は底面が最も低い地点が1年に1回以上，真ん中が3
年に1回程度，最も高い地点が10年に1回程度の頻度であ

る．これにより後述する上面利用においても効率的な施

設の配置が可能となる． 
保田遊水地の周辺では保田川・曽我川といった大和川

の支川が流れている．この地域では，大和川の外水氾濫

よりも周辺を流れる支川による内水氾濫に悩まされてお

り，保田遊水地が内外水対応の遊水地であることで，内

水による被害の軽減にも大きな効果を発揮する． 
図-7は，整備計画対象降雨時(昭和57年8月洪水)の保田

遊水地における浸水範囲および浸水差分のシミュレーシ

ョン結果を示したものである．内水取込施設の整備によ

り，浸水範囲面積が6ha減少していることが分かる. 
 
(3)  平常時における地域との連携 
保田遊水地は，奈良県の川西町に建設された．川西町

では，地域活性化に向けた課題として，主に以下の２つ

が考えられる． 
１） 6k㎡の小さな町であるため，活用可能な土地が非

常に少ない 

  

1)平常時            2)内水取込時 

  

3)外水取込時       4)排水時 

図-6 保田遊水地の洪水調節の仕組み 

 

 

図-5 内外水対応型遊水地 

 

図-7 保田遊水地整備の有無による昭和57年洪水における浸水範囲 

一般部門(安全・安心)Ⅰ：No.01

3



２） 若者の人口流出が進んでおり，若者にとって魅力

あるまちづくりが必要 
遊水地は，災害時に水を貯めて地域を守る治水施設とし

て非常に重要な役割を果たす一方で，平常には水を貯め

ず，治水目的として利用することはない． 
そこで，川西町では治水目的として利用しない平常時

に着目し，遊水地内部の上面を平常時に利用することの

検討を行った．その際に課題２として挙げた若者にとっ

て魅力ある街づくりになるような施設としての利用につ

いて模索し，保田遊水地では日本で初の国際基準に準拠

したオーバルトラックを整備し，インラインスピードス

ケートをはじめとしたローラースポーツ等を楽しめる場

として利用することに決定した．川西町は令和6年12月
16日，ローラースポーツの普及と地域活性化を図るため，

ワールドスケートジャパンおよび奈良県ローラースポー

ツ連盟と保田の上面利用について連携協定を締結してい

る． 
本年4月には，保田遊水地が運用開始される前に，実

際に上面利用を行うにあたっての事前の社会実験として

上面利用の主体である川西町と，川西町が提携を結んで

いるワールドスケートジャパンが連携し，第70回全日本

トラックレーススピード選手権大会を保田遊水地で開催

した．(図-8，図-9，図-10) 
また，上面利用においてはローラースポーツだけでな

く，3×3のバスケットボールコートや芝生広場など多様

な活動を楽しめ，町内外の方々が集う町のシンボルとな

るような場「オーバルパークかわにし」としても活用し

ていく予定である． 
 
 

4  連携にあたっての課題と対策方針 

 

現在運用を開始している保田遊水地については，大和

川流域で初の遊水地であり，今後運用していくにあたり

課題が考えられる．本稿では，保田遊水地の運用にあた

り，現状想定される２つの課題について述べる． 
まず，上面利用時の緊急避難の基準についてである．

近年，極端な気象現象が起きており，短時間で記録的な

大雨が発生することがしばしば見られる．台風等の事前

に大雨が予想される際は，平常時の利用を前もって中止

にすることが出来るが，線状降水帯やゲリラ豪雨などの

場合は，雨が降る直前までに遊水地内で平常利用，例え

ばインラインスピードスケートの大会等が開催されてい

る可能性が考えられる．こういった状況において利用者

への避難誘導についてどの程度河川の水位が上がったら，

平常利用を中止させるかを検討する必要がある．避難や

平常利用していた際に使用した道具の撤去等で避難に時

間がかかることも想定される．この課題に対しては，国

土交通省と川西町で緊急時利用者等避難・施設撤去計画

書の策定に向けて協議しており，緊急時の連絡体制，利

用者の避難や施設の撤去にかかる時間を考慮した作業計

画等について調整を行っている． 
 もう一つの課題は，保田遊水地で水を貯留した後に生

じる土砂の撤去についてである．川西町と遊水地の維持

管理においては，川西町が占用許可を受け，平常時に利

用することから，小規模な出水で水を貯めた場合に生じ

る土砂の撤去等については，占用者である川西町で対応

することが基本となる．しかし，一年に何度も洪水が発

生し，そのたびに川西町で土砂を撤去することは町の負

担も大きくなる．また，大規模な出水により遊水地に外

水を貯留した場合は，堆積した土砂を災害復旧の事業費

を活用することで，撤去することが可能と考えられるこ

とから可能な範囲で町の負担軽減も図っていきたい． 
上記で述べたように利用者に作る避難等の計画につい

て調整を進めているところであるが，今後保田遊水地を

運用しながら課題が生じた際には川西町と連携して対応

していきたい． 

 

 図-8 オーバルトラックセレモニーの様子 

  
       図-9 全国大会の様子 

 

 

図-10 全国大会の表彰式の様子 
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5  まとめ 

  
大和川ではこれまで多くの水災害に悩まされており，

全国に先駆けて流域治水の考えである流域で貯める対策

を進めてきた．保田遊水地は貯める対策の一つであり，

保田遊水地は大和川で初の内水・外水の双方に対応する

遊水地として建設された． 
 上面利用においても保田遊水地が運用されたばかりで

あることもあり，今後運用していく中で課題が生じる可

能性がある．その都度，関係自治体と連携し，課題に対

応を行うことで，保田遊水地が治水対策としての貯留施

設だけでなく，地域活性化の役割を担い，地域の人々に

愛着を持ってもらえるような施設になることを期待する． 
 また，大和川では，保田遊水地の他に４つの遊水地が

今後建設される予定である．これらの遊水地においても

保田遊水地同様に平常時の利用方法について検討する必

要がある．上面利用においては，遊水地設置の本来の目

的である治水対策として必要な貯留機能を損なわない形

での利用が検討される．保田遊水地同様に各遊水地にお

いては建設場所の自治体と協力していく必要があり，保

田遊水地と同様に遊水地が地域活性化の施設として地域

の人々に愛着をもってもらえるよう平常時の運用につい

て，関係自治体と連携して平常時の運用方法を検討して

いきたい． 
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低土被り区間を有し,複数トンネルと

近接するNATMトンネルの施工について

～主要地方道小倉西舞鶴線 白鳥トンネル～

駿河 輝行1

1京都府 建設交通部 都市計画課 （〒602-8570京都府京都市上京区下立売通新町西入藪ノ内町）

 主要地方道小倉西舞鶴線の４車線化事業において,既設トンネルの北側に近接し新たなトンネルの掘削

を行った.新たなトンネルは,既設道路トンネルだけでなく運用中の鉄道トンネルとも近接しており,また,一
部区間においてトンネル天端部より地山が低くなる低土被り区間を有している.このような特殊な条件下

にあるトンネルの設計段階,施工段階の検討内容やの工事中に発生した課題について紹介する．

キーワード NATMトンネル，機械掘削，近接施工，低土被り，４車線化

1.  事業概要

 主要地方道小倉西舞鶴線は,舞鶴市字小倉の国道27号
を起点とし,舞鶴市字引土で国道27号に接続する約11ｋ
ｍの道路で,複眼都市である舞鶴市の東西市街地を最短

距離で結ぶ道路です.第二次緊急輸送道路に指定されて

いるとともに,生活道路としての側面ももった道路で２

万台/日近い交通量を抱えています. 
 本事業は,老朽化の進む幅員狭小で大型車の離合が困

難な白鳥隧道（写真－1）を中心に東西約1.4ｋｍを４車

線化（図－2）するとともに,歩道を築造するもので,安全

かつ円滑な通行環境を確保し,地域間の交流・連携を推

進するものです. 
トンネル部の４車線化においては,新トンネルを現ト

ンネル（白鳥隧道）の北側に新たに掘削し,両トンネル

を上り線・下り線とし運用するものです．

図-1  広域図

写真-1 既設トンネル及び付近の状況

図-2  平面図
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2.  白鳥トンネルの概要について

(1) 事業計画

 路 線 名：主要地方道 小倉西舞鶴線

延  長：L=約1.4km（うち,新トンネルL=0.333㎞）

幅  員：

＜一般部＞W=17.5m 

＜新トンネル部＞W=10.0m 

道路等級 ：第４種１級

計画交通量：１９，６００台/日
設計速度 ：６０㎞/ｈ
トンネル等級：Ｃ等級

(2) 新トンネル部の地質概要・掘削方法・支保構造

 本トンネルは中生代～古生代の頁岩・砂岩を基盤岩と

する.基盤岩の健岩は硬質であるが,亀裂帯,低土被り断層

破砕帯,礫混じり土砂の崖錐・段丘堆積物区間がある. 
 掘削方法は,住宅地と近接する他,鉄道トンネルにも近

接するため,爆破による影響,また,掘削箇所の地山強度を

検討し自由断面掘削機による「機械掘削方式」による施

工とした. 
また,本トンネルに用いる支保構造の組み合わせは,

「道路トンネル技術基準（構造編）・同解説平成 15 年 2 
月日本道路協会」に従った組み合わせとし,必要に応じ,
補助工法の検討を行った. 

図-3  地質平面図・地質縦断図

3.  特殊な施工条件

(1)既設トンネルとの近接施工 

新トンネルの近傍には府道トンネル（S25供用）と鉄

道トンネル（M37竣工）の２本が供用されており,近接施

工となることから設計時にFEM解析（表－4）による,新

トンネル掘削の影響有無を検討した.解析結果は,影響は

非常に小さく既設トンネルの対策は不要との結果を得た． 

この結果に基づき,鉄道事業者と協議のうえ,施工前・

施工中・施工後の３回にわたり既設鉄道トンネルの観測

を鉄道事業者に委託することとなった.観測結果は,鉄道

事業者が定めた管理基準値以下でFEM解析の結果とも相

違が見られなかった. 

また,府道トンネルにおいても,計測工Aに準じたトー

タルステーションによる定点観測を行い,結果として顕

著な変状は確認されなかった. 

写真-2  新トンネルと既設トンネルの近接状況

表-4  FEM解析結果

(2)低土被り下での施工

 新トンネルの掘削箇所の一部が,谷地形を縦断するた

めトンネル天端部より地山が低い低土被り部（図-4）が

発生する.切羽となる谷部の未固結な堆積土はセメント

改良を行い,また,トンネルのグランドアーチ形成のため,

土被り３ｍの範囲もセメント改良土で盛土を行ったうえ

で,トンネル掘削を行う． 

 地山のセメント改良箇所の切羽状況を図-5に示す.セ

メント改良により切羽の肌落ちもなく安全に施工が可能

となった. 
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図-4  低土被り部横断図

図-5  低土被り部切羽状況

4.  工事中に発生した課題 

(1)機械掘削不能な硬岩の出現による施工方法の見直し 

一日当たりの進行長が４ｍ程度で推移していたが,全

体延長の2/3程度掘削した周辺から１～３ｍ程度に鈍化

した（図-6）こと,現地ポイントロード試験により機械

掘削の適応範囲を超える地山の強度（一軸圧縮強度

49N/mm2以上）が確認されたこと,DRISSによる先方探査

（図-7）及び水平Brの結果,硬岩区間が当面続くことが

確認されたため,効率的な掘削方法への見直しを検討す

ることとなった． 

図-6  硬岩出現箇所とこれまでの切羽状況 

図-7  硬岩区間のDRISS結果の比較

施工方法の見直しにおいては,以下を検討した. 

案１）施工能力の高い自由断面掘削機に入れ替え 

標準機械（240ｋW級）からより能力の高い機械（330

ｋW級）へ入れ替えを検討したが,機械の入れ替えに相

当の時間を要すること,機械損料が標準機械の17倍程度

と高額であること,掘削地山の強度が入れ替えた機械の

能力を超える可能性も排除出来ないこと,以上から棄却

する. 

図-8  自由断面掘削機（240KW級）

案２）その他工法の検討（ブレーカー掘削,割岩工法） 

自由断面掘削機ではなく,ブレーカーによる掘削を検

討した.現地に下半掘削の標準機械であるブレーカー

（1,300kg級）が常駐しており,掘削を試みたが良好な結

果が得られなかったため,より能力の高い大型ブレーカ

ー（2,200kg級）を検討.また,対象地山である頁岩の走

行が立っており（切羽に亀裂が見られない）,打撃を加

えてもブレーカーののみ先が滑り効果的に切羽に衝撃を

伝えられていないことが掘削を困難にしていると考えら

れることから,切羽面に複数の穴を窄孔し,のみ先のかか

りとする割岩工法（ボアホール窄孔併用大型ブレーカー

掘削）を選定する. 

図-9  ボアホール窄孔併用大型ブレーカー掘削

(2)  覆工コンクリートの充填不具合が発生したことに

よるコンクリート配合設計の見直し 

 NATM工法における覆工コンクリートの機能は,地山の

荷重が作用するものではないが,供用開始後の外力の変

化や地山,支保工材料の劣化に対し構造物としての耐久
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性を向上させること,湧水の坑内への進入防止,照明など

の施設を保持することされている.また,供用後において

抜本的な改修が困難なため施工時には充填不良や空洞は

発生させないよう十分品質に注意を払う必要があるが,

特に天端部は狭隘なため施工が困難な箇所である． 

図-10  覆工コンクリート（天端部）の施工手順

本トンネル工事において,覆工コンクリートの打設後

に充填不良・空隙が確認されたことから,原因の究明と

施工方法の見直しを行った. 

２BLの脱型後に１BLとの目地部に隙間が目視で確認さ

れた（図-11）ため,コア採取および非破壊検査（レーダ

ー探査）により空隙の位置・範囲を特定した（図-12）.

空隙はコンクリート吹上口の背面のみ確認された. 

図-11  覆工コンクリートの不具合箇所

図-12  不具合箇所のコア,レーダー探査状況

吹上口（コンクリートの打設口）付近でコンクリート

が詰まり壁となったため背面に充填されなかったものと

考えられる.詰まった原因は,補強筋による流動性の阻害

のほか,使用する骨材などコンクリートの流動性に起因

するものと考える. 

図-13  不具合発生箇所の模式図

以上からコンクリートのワーカビリティー（流動性,

材料分離抵抗性,ポンプ圧送性）の向上を目的にコンク

リートの配合設計の見直しを検討した.検討においては,

流動化材の有無・混和剤の種類・セメント量を調整した

４つの案を試験練りしスランプ試験,スランプフロー試

験,簡易ブリージング試験の結果を比較検討のうえ,最も

優れた配合③を選定した. 

表-5  覆工コンクリート配合の比較

5.  終わりに 

本トンネルは,令和４年２月より本格的な掘削を開始

し令和５年１月23日に貫通,９月に覆工コンクリートが

完成し令和７年５月24日に供用を開始している. 

地元 舞鶴市の主催によるプレイベントや府主催の開

通式典など多くの方々に見守られ供用させていただいた。

貫通の瞬間や式典の様子など,思いのあふれる動画を是

非ご覧いただきたい. 

小倉西舞鶴線の４車線化事業としては,半分程度の進

捗で,今後も縦断修正を含む現道拡幅,既設トンネルの拡

幅など難易度の高い工事が残っている.これからも安全

第一に早期の全線供用が出来るよう,慎重に工事に取り

組んで参りたい. 
舞鶴市公式ムービーチャンネル（YouTube） 

【祝】白鳥トンネル 5月24日開通（記念動画）

 ①  ②  ③  ④

配合 21-15(18)-

20BB 

24-15-20BB 24-18-20BB 24-18-20BB

混 和

剤 

AE減水剤・

流動化材 

AE減水剤 高性能AE

減水剤 

AE減水剤 
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上の川周辺まちづくり（阪急豊津駅（上ノ川

橋）から垂水上池公園（蓮華寺橋）までの遊歩

道整備）について 
 
 

本浪 隆之1・杉澤 秀幸2 
 

1大阪府 都市整備部 茨木土木事務所 （〒567-0034大阪府茨木市中穂積一丁目3-43） 
2吹田市 土木部 地域整備推進室 （〒565-0855大阪府吹田市佐竹台一丁目6-3）. 

 

 吹田市の上の川周辺地域は，大正末期から郊外住宅地として発展してきた地域であり，阪急

豊津駅から関大前駅までの区間は，阪急電鉄，上の川，一般府道吹田箕面線が並走している．

なかでも豊津駅から蓮華寺橋においては歩道が無いことから，歩道設置の要望があるも，市街

化の進展で用地確保が困難となっていた．そのような状況のなか，平成27年度には，吹田市，
大阪府，阪急電鉄（株），学校法人関西大学の4者によるまちづくりに関する勉強会が発足，地
域課題の解決に向けた機運が高まり，府市共同で歩道を含む高質空間整備を行うこととなった．

今回は，実施に至った経過と，暗渠化することとなった河川構造物の設計について報告する． 
 

キーワード まちづくり，高質空間整備，歩行空間，河川改修  
 
 

1.  地域の現状と課題 

 吹田市は，大阪市に隣接して国土軸上に位置するとい

う恵まれた立地条件に加え，市内全域が市街化区域かつ

DIDに指定されている． 
 上の川周辺地域は，大正末期の北大阪電気鉄道（現在

の阪急電鉄（株））の開通に伴い，郊外住宅地として開

発され，閑静な住宅街として発展してきた．豊津駅から

関大前駅までの区間は，阪急電鉄（株）千里線，一級河

川上の川，一般府道吹田箕面線が並走している．  
 吹田市が実施した吹田市都市計画マスタープランのア

ンケート結果では，「歩行者や自転車が快適に利用でき

る道が整備されている」という設問に対し満足度が低い．

当地域では，上の川に並走する吹田箕面線に歩道がなく，

安全な歩行空間確保が過去からの懸案となっているが，

市街化の進展により用地確保が困難となっている． 
 一方，当地域には関西大学千里山キャンパスがあり，

吹田市地域防災計画で一時避難地，災害時用臨時ヘリポ

ートに位置付けられている．吹田市と関西大学は「災害

に強いまちづくりにおける連携協定」を結んでおり，防

災面での機能強化が期待されているが，吹田箕面線と関

西大学を結ぶ市道が狭隘で物資輸送の支障となっている． 
 さらに，阪急電鉄（株）の関大前駅では，乗降客の増

加によりホーム拡幅の必要性が検討されていた． 
 このような地域の諸課題の解決に向け，平成２７年，

関係する４者（吹田市，大阪府，阪急電鉄（株），学校

法人関西大学）による勉強会が発足，各種事業の方向性

や推進体制が検討されていた． 
 本稿では，豊津駅から北側３００ｍで実施した上の川

河川空間を活用する遊歩道整備について，実施に至る経

過と暗渠化した河川構造物の設計について報告する． 

 
図-1 事業箇所 
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2.  実施に至る経過 

 遊歩道整備にあたっては，一級河川上の川の河川空間

を有効活用する方針がとられた． 

 
図-2 工事着手前の上の川 

 
 当初，当該区間の歩行空間の確保のため，上の川のブ

ロック積護岸の前面に鋼管矢板護岸を設置し，護岸更新

と併せて歩行空間確保をする案等が検討された（図-3）
が，歩行空間として必要とされる幅員2.5ｍが確保でき
ないことが判明し実現には至らなかった． 

 
図-3 鋼管矢板護岸による張出し歩道案 

 検討結果を踏まえ，吹田市は，吹田箕面線の歩道確保

だけでなく，高質空間整備として遊歩道もあわせて整備

すること，そのために河川を暗渠化し上部空間を創出す

る計画を立案，府に提案し，まちづくりとして都市再生

整備計画に位置づけ事業実施することとなった． 
 なお，この都市再生整備計画には，遊歩道整備だけで

なく，一時避難地等に位置付けられている関西大学への

アクセス道路改善なども含まれている． 

 

 協議・検討の結果，上の川を暗渠化することで生み出

された空間を活用した，高質空間整備，歩行空間確保を

府市共同で実施することとなり，事業主体は吹田市，上

の川に関する設計施工は河川管理者である大阪府が行う

こととなった． 

 

図-4 整備イメージ図 

3.  上の川の暗渠化検討 

 上の川は一級河川であり，河川法の適用を受けるが，

河川区域に縦断的な工作物を設けることについては，以

下の基準が示されている． 

 

 河川工作物設置許可基準（第４第６号） 

「河川の縦断方向に上空又は地下に設ける工作物は，設

置がやむを得ないもので治水上支障のないものを除き設

けないものとすること」 

 

 また，河川を暗渠化することについては，技術基準な

どからいわゆるトンネル河川は原則的に選択しないこと

となっているが，高質空間整備，歩行空間確保が「設置

がやむを得ないもの」，暗渠化が「治水上支障のないも

の」という２点について以下のとおり検証し，河川暗渠

化の実施に至っている． 

 

(1)  設置がやむを得ないもの 

 高質空間整備，歩行空間確保が，公共性の極めて高い

ものであることを確認し「設置がやむを得ないもの」と

して整理している．具体的には以下のとおりとなる． 

 

・吹田箕面線における歩行空間確保は，高齢者，障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定道

路及び生活関連経路に位置付けられている． 

 

・高質空間整備として実施する遊歩道整備は吹田市のま

ちづくり計画において「歩行者ネットワーク」に位置付

けられている． 

 

・用地買収等による敷地確保や別ルートの設定が極めて

困難で，代替手段がない． 

 

・吹田箕面線の歩道が未整備である． 

 

 以上をもって，公共性が高い＝設置がやむを得ないも

のと判断している． 

 なお，工作物を河川の縦断方向に設置することは，河

川敷地占用許可準則でも原則として設けないものとして

規定されているが，上記のとおり公共性の極めて高い整
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備であることから，特例として取り扱っている． 

 

(2)   治水上支障のないもの 
 上の川の当面の治水目標は，神崎川ブロック河川整備

計画（平成30年7月19日改訂）で，時間雨量50ミリ程度

対策の治水手法案を想定し，対策完了後での時間雨量65

ミリ程度，80ミリ程度の洪水による床上浸水被害が発生

しないことを確認したうえで，以下のとおり定められて

いる． 

 

「時間雨量50ミリ程度の降雨による洪水に対応した整備

を行うことで，時間雨量80ミリ程度の降雨による洪水で

も床上浸水被害は発生しないと想定されることから，時

間雨量50ミリ程度の降雨による洪水で床下浸水を防ぐこ

とを当面の目標とします．」 

 

しかし，暗渠化を行うことで，今後の気象条件の変化

に河道拡幅などで対応することは実質不可能となること

から，1/100年確率降雨強度である時間雨量80ミリ程度

の降雨から算出される計画流量に対応した断面を確保す

ることとし，具体的にはボックスカルバートで施工する

こととなった． 

 

 また，上の川流域は都市化が進み流木の発生源がない

ことから，河道閉塞要因が極端に少ないことも，暗渠化

を進めていくうえで重要な判断要因となっている． 

 

 

図-5 流域の状況（平成20年度） 

出典：吹田市都市計画図，国土地理院「電子国土Web.NEXT」 

 

4.  ボックスカルバートの設計 

 ボックスカルバートの諸元は以下のとおりとなった． 

 

(1)  計画流量 

 1/100確率降雨強度に対応する計画高水流量として，

Q=50m3/sとした． 

 

(2)  縦断勾配 

 「河川砂防技術基準（案）同解説設計編Ⅰ」より流速

7m/s以下となる縦断勾配とする必要がある． 

 また「河川砂防技術基準（案）同解説設計編Ⅰ」では，

河道の縦断形は一般に現況河道の縦断形を重視して定め

ることとなっている． 

 よって，流速が7m/s以下となることを確認したうえで，

縦断勾配は現況河道の縦断勾配とほぼ同じとなる1/120

とした． 

 

(3)  粗度係数 

 「河川砂防技術基準（案）同解説設計編Ⅰ」では，コ

ンクリート人工水路の粗度係数はn=0.014～0.020となっ

ており，そのうえで“維持管理が良好にできる場合につ

いてはn=0.015を採用している事例が多い」と記載があ

る． 

 上の川においても，良好に維持管理を行うこととして

n=0.015とした． 

 

(4)  設計流量の割り増し 

 「河川砂防技術基準（案）同解説設計編Ⅰ」では，原

則として計画で配分される計画高水流量の130％流量以

上とするものとされている．これは，流下能力増大の対

応が極めて困難であることや，流下物による閉塞の危険

性が高い等不利な点が考えられるためである． 

 上の川では，流下能力を増大させることで下流河川へ

の悪影響があること，流域が都市部であり流木等の流下

がほぼ無いことから，設計流量の割り増しは行わないこ

ととした． 

 

(5)  空面積の確保 

 「河川砂防技術基準（案）同解説計画編」では，トン

ネルの断面には十分な空面積を確保するものとして，設

計流量の流下に必要な断面積の15％程度を下回らない値

を標準として空面積を確保するものとなっている． 

 そこで，上の川においても，空面積を15％程度確保す

ることとした． 

 

 以上から，決定されたボックスカルバートの断面は以

下のとおりとなった． 
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図-6 ボックスカルバート 

 

（諸元） 

 寸法 h=3.00 m , B=3.20 m , 水位=2.60 ｍ 

 河床勾配 i= 1/120 

 粗度係数 N= 0.015 

 断面積 = 9.42 m2 

 空面積率 = 14.5 % 

 

 通水断面積 A= 8.23 m3 

    潤辺 P= 8.05 m 

    径深 R= A/P=1.022 m 

    流速 V= 1/N * R̂ (2/3) * I (̂1/2) = 6.175 m/s 

    流量 Q= V * A = 50.82m3/s 

 

5.  施工方法の検討 

 ボックスカルバートの施工方法については，以下の方

針で検討を行った． 

図-7 横断図 
 
(1)  平面線形 

 当該区間は，護岸背後すぐに一般府道吹田箕面線と阪

急電鉄（株）軌道敷が平行に隣接している． 

 それぞれの管理者との協議では，施工時においても通

行や運行の支障となることは避けることとされている． 

 また，道路地下には，水道，ガス，下水道，NTTの埋

設管があり，これらへの影響も最小限とする必要がある． 

 よって，道路及び軌道敷への影響が少なくなる現況河

道法線を踏襲した平面線形を基本とした． 

 

(2)  工法の選定 

 先述のとおり，道路と軌道敷に近接していることから，

変位などの影響を抑えるために掘削深さを最小限に抑え

られ，なおかつボックスカルバート施工時に道路占用を

最小限にできる施工方法を検討する必要がある． 

 現況河道法線にボックスカルバートを据え付けた後，

敷設済みのボックスカルバート上に重機を配置すること

で道路占用を極力少なくできる工法として「開放型シー

ルド工法」の中から，施工確実性等を考慮しオープンシ

ールド工法を採用することとした． 

 

 

図-8 概要図（オープンシールド工法協会HPから） 
 

 本工事では現況河床を切り下げていく必要があるが，

現況河道断面を確保するため，発進立坑を施工範囲の下

流側に設定し，河床を切り下げながら上流側に向け掘進

を進めることとした． 

 

 

図-9 ボックスカルバート敷設時 
 

(4)  施工時の府道幅員確保 

 道路管理者及び所轄警察署との協議により，「昼間施

工時には現況の交通形態を確保すること」「片側交互通

行は夜間のみとすること」となったことから，オープン

シールド工法を昼間施工できることを確認した． 

 

(5)  軌道敷への影響 
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 左岸側護岸が損傷することで背後にある軌道敷に大き

な影響が発生する可能性がある．そこで，施工時のコン

トロールポイントとして，左岸側護岸の基礎から15cmの

離隔を確保することとした． 

 軌道との近接施工にあたっては，「都市部鉄道構造物

の近接施工対策マニュアル」（財団法人鉄道総合技術研

究所）に基づき近接程度を判定，FEM解析によって軌道

への影響評価を行い，変位が許容範囲内であることを確

認している． 

 また，施工時には鉄道監視員を常時配備することとな

った． 

 

 以上の検討結果から，施工断面は以下の通りとなった 

 

図-10 施工時断面図 
 

6.  工事施工時の状況 

 オープンシールド工法の工事状況写真を以下に示す． 

 ボックスカルバートは上下２分割で搬入し，所轄警察

署と協議の結果，ボックスカルバートの据え付け作業時

に片側交互通行を行うこととした． 

 工事は2021年10月から2025年2月のおよそ3年半にかけ

て行われ，現在は吹田市による上面整備工事が施工中． 

 2026年3月末には高質空間が完成し，同4月に供用開始

予定である． 

 

 

図-11 オープンシールド機仮組立 

 

図-12 発進部 

 

図-13 発進部（オープンシールド機据付） 

 

図-14 掘削作業 

 
図-15 ボックスカルバート横取り 
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図-16 ボックスカルバートとシールド機 

 
図-17 ボックスカルバート据付（下部） 

 
図-18 ボックスカルバート据付（上部） 

 
 
 
 
 

 
図-19 仮設ヤード整備時 

 
図-20 工事完成時 

 

7.  おわりに 

 一級河川を暗渠化することで生み出された空間に歩道

を含む高質空間整備を行う本事業であるが，既にある河

川を暗渠化することには，河川管理上多くの問題がある．

それらについては，今後も関係者で協議調整を行う必要

があると考えている． 

 

 地域にとって長年の課題であった歩行空間の確保を実

現できたのは，府市が緊密に連携してきたからである．

引き続き地域のために協力体制を継続していきたい． 
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大型ドローンによる資材運搬の 

土木工事への活用に向けた効果と課題の整理 
 

 

小西 琢也1 

 
1奈良県 県土マネジメント部 道路建設課 （〒630-8501奈良県奈良市登大路町30） 

 

2023年4月，一般国道168号の吉野郡十津川村長殿地内において落石が発生した．2024年度に落石防止網

工などを用いて対策工事を行った．対策箇所と道路面の高低差が最大で150m程度となっており，施工箇所

へのアクセスが課題となる工事であった．これに対し，資材はモノレールによって運搬することを標準と

していたが，工法選定の幅が広がり，工期などの短縮や安全性の向上も期待できることを受け，奈良県で

は大型ドローンによる資材運搬を試行的に実施した．本研究では土木工事において大型ドローンによる資

材運搬の事例を通して，その活用による効果と課題を整理し，考察を行うとともに，ドローンに関する法

規関係を整理した. 

 

キーワード 大型ドローン，資材等運搬，工期短縮，安全  

 

 

1.  はじめに 

 

近年，AI技術などの新技術が多くの場面で活用される

ようになっている．土木建設業界においてもICT施工活

用等，新技術を活用する動きが活発となっており，その

中にドローンを活用した技術がある． 

ドローン技術は土木建設分野のみならず，農業，医療

や物流など様々な分野で注目され，その活用方法につい

て多くの議論がなされ，実用に向けた試行錯誤が行われ

ているところである． 

土木建設分野においてドローン技術は，河川，砂防や

橋梁等の点検業務，及び測量業務などに広く使われつつ

あり，本研究ではドローンの物資輸送能力に着目し，土

木建設工事への活用について検討する． 

 

 

2.  既往研究 

 

ドローンの物資輸送能力に着目したとき，土木建設分

野以外においては，「ドローンを活用した荷物等配送の

ガイドライン」が策定され，物流サービスへの活用の他，

災害時の物資運搬への展開に向けた取り組みが行われて

いる． 

土木建設分野におけるドローンによる資材等運搬の事

例は2020年に山梨県において仮設資材の運搬1），2021年

にポータブル貫入試験機の運搬2），2023年新潟県におい

て大型運搬用ドローンによる地質調査資材の運搬実証実

験3）等が実施されている． 

しかし，実証実験段階のものも全国的に事例が少なく，

事例紹介や記事などにとどまっているものがほとんどで

ある． 

 

 

3.  課題と目的 

 

土木建設分野においては，ドローンの活用が進んでき

ているものの，土木工事におけるドローンによる資材等

運搬に関して知見が少なく，効果や課題について整理さ

れていない状況である．また，発注者，受注者によらず

ドローンの活用には新たに航空法等の一定の知識を必要

とするため，運用に向けての知識習得や情報収集に苦慮

することが多い． 

今回は，土木工事において試行的に大型ドローンを実

施することで，その効果と課題の整理を行うことを目的

とする．また，あわせてドローンに関する法規関係を整

理する． 

 

 

4.  方法 

 

土木工事において，資材運搬に大型ドローンを使用し

た後，施工業者へのヒアリングを実施し，従来の施工方

法との比較を行うことにより効果と課題を整理した．  
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(1)  諸条件の整理 

十津川村長殿地内において発生した落石の対策工事の

うち，覆式落石防護網工の資材運搬について，大型ドロ

ーンを用いた実証実験を実施した．工事の諸元を表-1に，

工事における横断面図を図-1に示す.また，使用する大

型ドローンの諸元4)を表-2に，大型ドローンの写真を写

真-1に示し，大型ドローンを用いた資材運搬の状況を表

-3に示す． 

 

(2)  施工業者へのヒアリングの方法 

大型ドローンによる資材運搬を行った後日，「施工

性」，「施工日数」，「安全性」，「経済性」，「使用

して良かった点」，「苦労した点」，「今後も活用した

いか」の項目について，施工業者に対面でのヒアリング

を行った． 

 
 

(3)  従来の施工方法との比較の方法 

従来の法面上への資材運搬方法としては「モノレー

ル」，「索道」，「ヘリコプター」等が想定されるが，

今回は発注当初に想定していた「モノレール」による施

工を対象に比較検討を行った．比較項目は「施工性」，

「運搬日数」，「安全性」，「経済性」とし，比較にあ

たっては施工業者へのヒアリング結果を参考にした．

「運搬日数」の比較は，敷設工を除く計算値として日あ

たり作業量から算出した． 

 

(4)  ドローンに関する法規関係の整理方法 

ドローン運航に関わる主な法規である航空法と重要施

設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止

に関する法律（以下，小型無人機等飛行禁止法）につい

て，資材運搬に関わる部分について国土交通省HP5)を参

考に整理する． 

 

 

 

表-1 工事の諸元 

工事場所 奈良県吉野郡十津川村長殿 

工期 2024年 3月 8日～2025年 3月 21日 

工事概要 工事延長 L=80m 

1 号高エネルギー吸収型落石防護柵工 

L=50m 

2 号高エネルギー吸収型落石防護柵工 

L=27m 

モルタル吹付工 A=2,500m2 

覆式落石防護網工 A=3,440m2 

ロープ伏工 A=360m2 

受注者 檜尾・光和 JV 

 

表-2 大型ドローンの機体諸元4) 

機体 DJI FlyCart 30 

重量 約 54kg(バッテリー1個の場合) 

機体サイズ 2800×3085×947 mm 

最大積載重量 40kg 

最大飛行時間 9分(最大積載時) 

最大航続距離 8km（最大積載時） 

水平速度 約 15km/h 

 

表-3 大型ドローンを用いた資材運搬の状況 

飛行日 2024年 8月 5日 

～2024年 8月 7日 

飛行時間 9時～17時 

（8/7のみ 9時～12時） 

飛行距離 水平 L≓ 150ｍ，鉛直 H≓ 20～80ｍ 

1運搬あたりの 

積載重量 

約 40kg 

運搬回数 158回 

総運搬重量 約 6320kg 

矢板

法枠

土嚢

土嚢

土嚢

As

1号高エネルギー吸収型落石防護柵工

▽412.0

11.0m

柵
高4.0m

11.5m

6.5m

FH=

GH=400.51

2NO.3

(アンカー支持式,2000kJ対応型,H=4m)

覆
式
落
石
防
護
網
工

(主
ロ
ー
プ
φ
12
,金

網
φ
2.
6×
50
×
50
)

覆
式
落
石
防
護
網
工

(φ
2.
6×
50
×
50
)

モ
ル
タ
ル
吹
付
工

(長
距
離
・
高
揚
程
,t
=8
cm
)

525 525

1050

25
00

1:
0.
3

既設落石防護柵コンクリート基礎

落石防護柵工

(H鋼支柱式,H=2m)

落石防護柵基礎コンクリート増打ち工

柵
高

3
.3
m

柵
高

3
.3
m

2号
落
石
防
護
ネ
ッ
ト
工
(仮

設
)

(立
木
支
柱
式
,4
0k
J対

応
型
,H
=3
.3
m)

(18-8-40,チッピング処理)

 

図-1  横断面図 

 

 

写真-1  使用した大型ドローン 

落石防止網工 
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5.  結果 

 

(1)  施工業者へのヒアリング 

施工業者へのヒアリングを行ったところ，施工性が向

上し，工程短縮にもつながり，法面作業における安全性

の向上も期待できるという回答があった．モノレールに

よる資材運搬では敷設完了まで施工日数は30日程度を予

定していたが，大型ドローンでは運搬と敷設を同時並行

で行うことから，敷設まで6日で完了した．一方，架空

線や立木といった支障物への配慮や経済性の点で活用し

づらさもあるとの回答があった．ヒアリング結果を表-4
に示す． 

 

(2)  従来の施工方法との比較 

大型ドローンによる運搬は従来のモノレールによる運

搬と比べて，大幅な省力化及び工期短縮が可能であった． 

また，安全性については，大型ドローンには墜落の危険

性は伴うものの，法面作業としては作業時間の短縮，及

び上下左右移動回数及び距離の低減により，作業員の安

全性が向上すると考えられる．ただし，経済性について

は大型ドローンがモノレールに劣る結果となった．従来

の施工方法との比較結果を表-5に示す． 

 

(3)  ドローンに関する法規関係の整理 

ドローン運航に関する法規関係について整理する． 

航空法はドローンに限らず航空機全般を対象としてお

り，航空機の航行の安全を確保し，航空機の航行に起因

する障害の防止を図るための法律である.航空法では，

ドローン（法上は，無人航空機）については主に機体登

録，操縦者の技能証明，飛行方法などが定められている． 

一方，小型無人機等飛行禁止法は国の重要施設や外国

公館などの周辺地域上空での小型無人機（ドローンな

ど）の飛行を禁止する法律であり，100g未満のトイドロ

ーンも対象となる．対象施設は警察庁のHPにより公開さ

れ，外国要人の来日等に伴い，一時的に対象施設が追加

されることがあるため注意が必要である． 

このうち，航空法に関する機体登録，操縦者の技能証 

 

表-4 ヒアリング結果 

施工性 ピンポイントに資材を運搬できるので，モノレール設置箇所からの運搬作業が削減でき，非常に

良い． 

施工日数 30日程度（モノレール）を予定→6日（大型ドローン）で完了． 

(覆式落石防護網工 A=3440m2について資材運搬から施工完了まで) 

安全性 法面上での作業を削減でき親綱の切り替えがなくなる． 

作業時の熱中症のリスクを低減できる．墜落事故の懸念がある． 

経済性 施工単価が高価であるとともに，天候による不稼働リスク（保障等）が高い． 

良かった点 工期短縮となった．運搬に係る作業員を縮減できた． 

苦労した点 一般車両や架空線，立木との離隔に配慮が必要であった． 

今後も活用 

したいか 

現場条件，予算が合えば使いたい． 

縦断方向に広い現場であればより有効であると思う． 

 

表-5 大型ドローンとモノレールの比較結果 

比較項目 大型ドローン モノレール（500kg級） 

写真 

  

施工性 ○ 目的箇所へ直接運搬可能 △ 
モノレールルート上へ運搬後 

人力による横移動が必要 

運搬日数 

(計算値) 
○ 

2.0日（運搬のみ） 

(3,440m2あたり，敷設工を除く） 
△ 

4.3日（設置～運搬～撤去） 

（3,440m2あたり，敷設工を除く） 

安全性 ○ 
法面作業の減少 

ドローンが落下する危険 
○ 

法面作業時の危険 

その他大きな危険は少ない 

経済性 

(直接工事費) 
△ 

約 100万円/日×2日 

（※本現場の場合） 
○ 

約 20万円/日×4.3日 

（※本現場の場合） 
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表-6 航空法における飛行方法等の分類 

カテゴリー分類 内容 機体認証・資格 
国土交通大臣による 

許可・承認 

カテゴリーⅢ 
立入管理措置を 

講じないで行う特定飛行 

第一種機体認証 

一等無人航空機操縦士 
③運航管理の方法 

カ
テ
ゴ
リ
ー
Ⅱ 

ⅡA 

立入管理措置を 

講じて行う特定飛行のうち 

リスクの高いもの 

第二種機体認証 

二等無人航空機操縦士 
③運行管理の方法 

機体認証なし 

資格なし 

①使用する機体 

②操縦する者の技能 

③運行管理の方法 

ⅡB 

立入管理措置を 

講じて行う特定飛行のうち 

カテゴリーⅡA以外のもの 

第二種機体認証 

二等無人航空機操縦士 

不要（※飛行マニュアルの

作成等は必要） 

機体認証なし 

資格なし 

①使用する機体 

②操縦する者の技能 

③運行管理の方法 

カテゴリーⅠ 特定飛行に該当しない 
機体認証なし 

資格なし 

不要（※飛行マニュアルの

作成等は必要） 

※特定飛行のうちリスクの高いもの 

空港周辺，高度150ｍ以上，催し場所上空，危険物輸送，物件投下，最大離陸重量25ｋｇ以上 

（DID上空，夜間，目視外，人又は物件から30ｍの距離を取らない飛行であって総重量25ｋｇ未満の場合は除く） 

 

 

明，飛行方法について特に煩雑であるため整理し，表-6
に示す.ここで，今回の試行的運用は最大離陸重量が

25kg以上であり，立入管理措置を講じているため，カテ

ゴリーⅡAに分類される． 

 
 

6.  考察 

 

ドローンを用いた資材運搬は資材を目的の箇所へ直接

運搬でき，モノレールでは別途必要となる人力運搬が削

減できること，及びモノレールの設置・撤去の日数も削

減できることにより，工程短縮が図られたと考えられる．

安全性と経済性については，未だ課題が残されているも

のの，ドローン技術の進歩と活用の拡大によって改善さ

れるものであると考えられる．また，ドローンに関する

法規に関する知識不足により大型ドローンの活用の妨げ

の一因になっていると考えられる. 

これらのことより，大型ドローンによる資材運搬は積

極的に活用され，経験値が蓄積されることで課題整理が

進み，課題が解消されることによって，土木建設分野で

の大型ドローンの活用がますます有効となると期待され

る. 
 
 

7.  おわりに 

 

今回の実証実験により土木建設工事における大型ドロ

ーンによる資材運搬の活用に向けた効果と課題の整理を

行った．また，あわせてドローンに関する法規関係の整

理を行った． 

本成果が今後の土木工事における大型ドローンの活用

の参考とされ，現在土木建設分野が抱える人手不足等の

課題が改善されることで，土木建設分野の発展に寄与す

ることを願う． 

また本研究は2025年4月人事異動に伴い従前所属であ

る五條土木事務所の所掌内容について発表する． 

 

 

謝辞：本研究に携わって頂いたすべての方に感謝の意を

表する． 
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荒島第２トンネルの水噴霧設備における 

施工・維持管理について 
 

 

末﨑 拓人1・伊藤 亘佑2 

 
1近畿地方整備局 福井河川国道事務所 施設管理課 （〒918-8015福井県福井市花堂南2-14-7） 

2近畿地方整備局 近畿技術事務所 技術活用・人材育成課 （〒573-0166大阪府枚方市山田池北町11-1）. 

 

 本報告は，大野油坂道路荒島第2トンネル消火設備新設工事において施工した水噴霧設備につ

いての施工事例及びその後の維持管理についての概要を報告するものである．この水噴霧設備

は近畿地整管内においては国道2号城山トンネルと国道158号荒島第2トンネルにしか設置されて

おらず，また，先述の２トンネルでは環境も大きく異なるため，今後の参考事例になり得ると

考え報告する． 

 

キーワード 水噴霧設備，改築，維持管理  

 

 

1.  はじめに 

 福井河川国道事務所では，国道１５８号中部縦貫自動

車道（総延長61.4 km）の改築事業を推進しており，そ

の一区間として大野油坂道路（延長35 km）の大野IC～

九頭竜IC間（延長19.5 km）が２０２２年度から２０２

３年度にかけて開通した．本報告の対象である荒島第２

トンネルは同区間に位置（図－１）し，延長4,988 mと

大野油坂道路を構成する１０本のトンネルの中で最長で

ある．表－１にトンネル諸元を示す． 

本トンネルは「道路トンネル非常用施設設置基準」に

おいてトンネル等級がAAとされ，水噴霧設備の設置が原

則となっていることから，同設備を導入した．この水噴

霧設備は，近畿地方整備局管内では国道２号城山トンネ

ルに次ぐ２例目であるが，先行事例とは交通量や道路構

造等の条件が異なる． 

そのため，本トンネルでの維持管理に関する考察は，

今後の重要な参考事例になり得ると考え，ここに報告す

るものである． 

表－１ トンネル諸元 

延長[m] 4,988 

全幅員[m] 13.5 

通行方式 対面通行（剛性中分） 

車線数[車線] 2 

設計交通量[台/日] 9,400 

設計速度[km/h] 60 

トンネル防災等級 AA 

非常駐車帯 有り 

 

 

 

図－１ 位置図 
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2.  荒島第２トンネルにおける水噴霧設備概要 

(1) 設備概要 

 水噴霧設備は，火災時に水噴霧ヘッドより微細な粒

子状の水を放水して，その冷却作用，水蒸気による窒息

作用等の相乗的効果を利用して火勢を抑制するとともに，

火災時に発生する熱でトンネル施設が損傷しないよう冷

却保護，ふく射熱をしゃ断して消火活動を容易にし，あ

わせて車両の延焼を防止するための設備である．水噴霧

設備は，自動弁装置，水噴霧ヘッド，水噴霧ポンプ，ポ

ンプ制御盤，貯水槽，配水管等から構成され，防災受信

盤によって制御される※1)．図－３に設備概要図を示す． 

 

図－４ 設備概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本トンネルでは，１区画50 mとして，合計１００区画

をトンネル内に設定しており，１区画あたり自動弁装置

は１台，水噴霧ヘッドは１０個取り付けられている．一

度に放水可能な区画は２区画，合計100 mである． 

a)自動弁装置 

 火災感知装置の動作信号又は放水区画選択押ボタン操

作などの遠隔操作により，トンネル内水噴霧の放水区間

を自動で制御する弁装置である． 

水噴霧ヘッドから放水することなく自動弁の開閉試験

が出来る試験用の弁と配管を有している．図－４に自動

弁装置構造を示す． 

 

 

図－２ 水噴霧設備の操作画面 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 自動弁装置構造 

図－３ 設備概要図 
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b)水噴霧ヘッド 

 トンネル内で発生した火災に対し微細な粒子状の水を

噴出するためのノズルである．トンネルの断面形状や車

線幅によって放水水量や放水形状が変化するため，適切

なヘッドを設置する必要がある．本トンネルにおいては

近投・遠投・超遠投を組合わせた３種組合せヘッド（図

－５）を採用し，監視員通路～監視員通路までの路面幅

に放水できるようにしている．また，平常時は粉塵等の

流入によるノズルの目詰まりを防止するため，防塵用キ

ャップが取り付けられている．このキャップは放水圧力

で外れるように設計されている． 

 

 

図－５ 水噴霧ヘッド 

 

図－６ 水噴霧放水パターン 

凡例 赤線：超遠投放水範囲 

   青線：遠投放水範囲 

   緑線：近投放水範囲 

 

3 . 水噴霧設備の維持管理について 

 道路機械設備の維持管理は，道路法に「予防保全の

観点も踏まえた点検を含む維持・修繕の実施」が明記さ

れており，「道路管理施設等点検整備標準要領（案）」
※2)に基づき実施する．水噴霧設備に関する同要領の点

検項目を表－４に示す． 

表－４ 水噴霧設備の点検項目及び頻度 

項目 内容 月点検 年点検 

水噴霧装置 配線 E E,T 

自動弁動作確認 - 

 

D 

放水ヘッド - E,M 

配管，ストレーナ - E,C,X 

凡例 E：目視 

   T：増締 

   D：動作確認 

   M：測定 

   C：清掃 

   X：取替 

 

火災が発生した場合に機能が正常に作動することを満足

するため，予防保全の観点からもこの基準に基づき点検

を実施することが望ましいことは明らかである．しかし，

この基準を荒島第２トンネルにそのまま適用するには，

費用面に加え，複数の課題が存在した． 

(1) 点検に伴う課題 

a)時間的制約 

 点検にて，自動弁及び放水ヘッドの動作確認のために

は実放水テストが不可欠であるが，１放水区画のトンネ

ル内空間に微細な水の粒子を均一に放射するため，交通

規制等を行わないと実施できない．また，放水に伴い，

粉塵等の流入を防止する水噴霧ヘッドの防塵用キャップ

が外れてしまうため，再度それを取り付ける作業も発生

する．これら一連の点検作業を１００区画全てで行おう

とすると相応の期間交通規制を行う必要がある．また，

先述したとおり，建築限界内に一様に放水されるため，

全面通行止めになってしまう．しかし，本トンネルにお

いて全面通行止めは年間の維持作業のために設定される

約１０日間の夜間通行止め期間（リフレッシュ工事）に

限られる．当然，この期間中は他の多様な点検・作業も

並行して行われるため，水噴霧設備の点検に割り当てら

れる時間は極めて限定的であった．特に実放水を伴う点

検は，当該区画で他作業を不可能にすることから，緻密

な工程調整が求められる．これらに加え，供用開始後初

近投 

超遠投 

遠投 
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の点検であるため作業の所要時間が見通しにくい点も影

響した． 

b)貯水量の問題 

 本トンネルでは消火設備及び水噴霧設備の水源をトン

ネル湧水としている．主水槽の容量は消火栓，給水栓及

び水噴霧器において所定の送水量を４０分送水可能な容

量（424 ㎥）,取水槽の容量は揚水する２時間程度の量

（71 ㎥）に設定されている．ノズル１個あたりの基本

放水量は360～390 L/minであり，ノズルは１放水区画あ

たり１０個設置されているため実放水テストの際に多量

の水量を消費する．このことから，連続して行うことが

できる実放水テストの回数には限りがあった．また， 

交通解放時には規定の貯水量を満足する必要があるため，

再度貯水が完了する時間も考慮する必要があった．夜間

通行止め中の作業時間は８時間程度であり，上記から貯

水量という観点からも課題が存在した． 

 

(2) 課題解決に向けた対応 

先の課題を踏まえ，城山トンネルにおける点検手法・

頻度について調査を実施した．その結果，複数年に分け

て全区画の実噴霧点検を行っていることが判明した． 

調査結果と本トンネルの制約条件を勘案し，荒島第２

トンネルにおける点検方針を以下の通り定めた．まず，

目視・触診・打音等の簡易点検は毎年全区画で実施する．

一方，実噴霧を伴う機能点検は，全１００区画を５年で

１周する計画とし，年間２０区画ずつ実施することとし

た．この年２０区画という設定は，所要時間が見通しに

くい初回点検において，限られた作業時間内で確実に完

了できる規模として暫定的に定めたものである． 

実際に令和６年度の点検では実放水テストを２日，１

０区画ずつに分けて行った．実際の作業時間は放水開始

から放水終了後まで，１区画あたり１５分程度であった．

また，１０区画の点検が終了した後の主水槽の水位を計

測したところ，約70 cm降下していた．主水槽の底面積

は115 ㎡であるから１０区画の放水に伴って減少した水

量は80.2 ㎥であると推定できる．トンネル湧水からの

取水量は7.18 ㎥/minであるから，約１２分で放水以前

の水量に戻ると考えられる． 

上記のとおり作業効率は想定を上回り，理論上はこの

実績に基づき，点検準備・片付けに１時間ずつかかると

すると実際の作業可能時間は６時間程度と見積もられ，

１日に点検可能な区画は２４区画と考えられる．この放

水に伴う放水量は192 ㎥であり，再度この水量が貯水さ

れるまでに掛かる時間は３０分程度であるから，交通解

放時までに規定の水量を満たすことについても問題ない

と考えられる． 

この令和６年の点検実績を踏まえ令和７年度は点検区

画を３０区画程度に拡大する予定であり，将来的には全

区画の点検周期をさらに短縮していく計画である． 

 

図－７ 実噴霧点検の様子 

 

(3) 自動弁装置の分解整備について 

 自動弁装置の分解整備は１０年周期とされているが，

当然分解整備期間中には当該区画は使用不能になってし

まう．しかし，トンネル非常用施設の特性上，使用不能

な期間が存在することは許されない．また，分解整備を

行わずにいることも，予防保全の観点から望ましいこと

ではない． 

 このような状況下で非常用施設としての機能を損なわ

ず，適切な維持管理を行うための手法として予備品を用

意しておくことが考えられる．しかし，１００台全てに

予備品を用意して同時に分解整備するというのはコスト

面から考えると現実的ではない． 

 この課題の解決案として，１０台分の予備品を用意す

ることを検討中である．１年目は１～１０区画の自動弁

装置を予備品と入れ替えて，既設品を分解整備する．次

年度は１１～２０区画の自動弁装置を前年度分解整備し

た自動弁装置と入れ替る，というように点検と同様区画

を限定して分解整備することを計画中である． 

 

5 . まとめ 

本報告では，大野油坂道路の荒島第２トンネルに導入

された水噴霧設備の概要，供用開始後の維持管理におい

て，実放水を伴う点検作業が大きな課題となることを示

した．具体的には、全面通行止めが可能な時間は極めて

限定的であるという「時間的制約」，そして，水源であ

るトンネル湧水の貯水能力に起因する「貯水量の問題」

である． 

これらの課題を克服するため，先行事例を参考に複数

年にわたって全区画の点検を完了させる計画を立案した．

そして，初年度の点検作業を通じて，実際の作業効率や

放水に伴う貯水量の変化に関するデータを収集・分析し

た． 

初年度の点検実績を分析した結果，当初の想定を上回

る効率で作業を進められることが確認され，時間的制約

および貯水量に関する課題は，工夫次第で解決可能であ

るという見通しを得た． 

この実績に基づき，次年度以降は点検計画をさらに最適

化し，より短い期間で全区画の機能点検を完了させるこ
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とを目指す。 

近畿地方整備局管内において導入事例が少ない水噴霧

設備について，特有の制約条件下で効率的な維持管理手

法の確立に向けた具体的な道筋を示した本報告が，今後

の同種設備の維持管理計画を策定する上で、有益な参考

資料となれば幸いである． 
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地質リスクを考慮した 
道路災害復旧案の検討について 

 
冷水 孝太郎1・中西 誠彦2 

 
1近畿地方整備局 奈良国道事務所 奈良南部災害復旧対策出張所 （〒638-0821奈良県吉野郡大淀町下渕1000） 

2近畿地方整備局 奈良国道事務所 奈良南部災害復旧対策出張所 （〒638-0821奈良県吉野郡大淀町下渕1000） 

 

 2023年12月23日，奈良県の管理する国道169号吉野郡下北山村上池原地先において，崩土被害

が発生した．崩落原因を調査した結果，深層崩壊の可能性が高く，本復旧にあたっては，高度

な技術力が必要であることから，国の権限代行による道路災害復旧事業となった．本論文では，

被災箇所の早期復旧に向けて，被災地域及びその周辺の地質調査結果を念頭に，地質リスクの

回避・低減の検討に加え，経済性，安全性，維持管理性等を考慮した道路災害復旧案を検討し

た経緯について報告するものである． 
 

キーワード 道路災害復旧，地質リスク，深層崩壊  
 
 
1.  概要 

(1)  国道169号下北山村（前鬼～上池原）の概要 
 国道 169号は，紀伊半島アンカールートの一部を形成

するとともに，第二次緊急輸送路に指定されており，隣

接県との連携強化を図り，観光，緊急医療，地域活性化

の支援や大規模災害時の緊急輸送路として重要な役割を

担う「命の道」となっている．現道の前鬼～上池原間は，

池原貯水沿いに整備されており，崩落個所の北側には，

前鬼橋，南側には上池原交差点と，地域の観光拠点のひ

とつである下北山村スポーツ公園が位置する（図-1）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  前鬼～上池原付近の状況 

(2)   事故の概要 
2023年12月23日，奈良県吉野郡下北山村前鬼～上池原

間の国道169号沿いの吹付コンクリートで保護された尾

根部の斜面が，幅約20m，長さ約40mにわたり崩壊し，車

両2台が巻き込まれ，1名が死亡，1名が重傷を負う事故

となった．被災箇所の状況図を示す（図-2）． 

 
図-2  2023年12月 被災箇所の状況 

(3)  事故後の通行規制 
 一般車両の全面通行止め期間は，6ヶ月以上に及び，

地域の生活，経済，観光に多大な影響を与えた．なお，

現在は，道路管理者である奈良県が崩落箇所に仮設桟橋

を設けて迂回を行い，約160mの信号制御による片側交互

通行を行っている．事故発生から現在における通行規制

の変遷を以下に示す．  

a) 2023年12月23日[事故発生]～ 

 ・一般車両面通行止め  

崩落個所 

× 

下北山村スポーツ公園 

前鬼橋 

池原ダム 

下 北 山 村 

上 北 山 村 

北 山 村 

上池原交差点 
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 ・緊急対策 2023年12月 崩落直後着工 崩土除去等実施 

・応急対策 2024年 1月 着工 

  仮設桟橋[約160m]，モルタル吹付け工[t=8cm]，高エ

ネルギー吸収型防護工[L=43m]，鉄筋挿入工[D19，

L=5.0m 290本]  

b) 2024年4月2日～ 

 ・消防，救急等の緊急車両限定での通行可（臨時措置） 

c) 2024年6月28日～ 

 ・仮設桟橋による一般車両の片側交互通行を開始  

※通行止め規制基準値 

雨量規制：時間雨量 25mm/hr，連続雨量 70 mm以上 

斜面の異常検知：地盤伸縮計 2mm/hr以上（図-3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

図-3  仮橋による片側交互通行の状況と計測器 

d) 2024年11月22日～ 

 ※通行止め規制基準値 

・雨量規制：連続雨量 110mm以上に緩和 

(4)   崩土の原因 
a) 国道169号の過去の被災履歴 

 国道169号，及びその周辺での主な道路災害の事例を

表-1に示す．落石，斜面，法面崩壊，崩土，地すべり等

により，人命に関わる重大事故も度々発生している． 

表-1  過去25年間の国道169号，および近辺での道路災害事例 
発生年月日 発生場所 被害概要 

2000年6月 国道169号 落石により通行中の車が衝突，負傷者1名 
2006年12月 国道425号 乗用車が川に転落して1人死亡 
2007年1月 国道169号  通行中の車両が崩壊に巻き込まれ3名死亡 
2011年9月 国道169号 

川上村迫 
台風 12 号紀伊半島豪雨 国道 169 号を横断
して土砂が流下し，国道が分断 

2018年12月 国道169号 
川上村迫 

高原トンネル南坑口付近の覆工に地すべり
に起因する亀裂が発生 

2020年4月 国道169号 
下北山村上池原 

法面の大規模崩壊が発生，全面通行止め 

2023年12月 
※本報告 

国道169号 
下北山村 上池原 

同地点で再発 1 名死亡，1 名重傷 現在も
復旧工事継続 

2024年4月 国道169号 
下北山村西原 

崩土を確認し，通行止 

2024年4月 国道425号 
下北山村大瀬 

崩土を確認し，通行止 

b) 地形・地質 
周辺地域では，尾根が鋭く深い谷地形が特徴である．

深い谷は，紀伊半島の隆起運動と多量の降雨の影響で，

侵食作用が強く作用するために生じる地形である．南東

方向から次々に岩が付け足される形で形成した地層であ

り「付加体」と呼ばれる複雑な地質構造が特徴で，砂岩，

泥岩，チャートなどが不規則に分布する．岩自体は硬い

が，亀裂が発達しており脆い部分がある（図-4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 被災箇所の地質 

c) 外的要因 
当該箇所は，岩盤分類が確立されていなかった1970年

代にダムの付替え道路として，発破などの旧来工法で構

築された．そのため，現行の標準勾配の基準が施行され

る以前に施工された法面であり，非常に急勾配となって

いる．建設当初，法面は安定していたが，その後経年的

に地山の風化と岩盤の緩みが進行し，最終的に凍結融解

等をトリガーとして安定性が失われたと考えられる．  

d) 地形，地質的要因 

崩壊面に露出した岩盤の地質構造を調査した結果，当

現象は３つの節理面に規制されたくさび状の岩盤崩壊

（岩盤すべり）と考えられる．また，斜面に認められる

層理面は高角度の受け盤構造を成しており，重力変形に

より岩盤に緩みが生じやすい地質構造であったと推察さ

れる（図-5，図-6）． 

 

図-5  崩壊のメカニズム（模式図） 

R6.4 奈良県撮影  

R6.6 奈良県撮影  
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図-6  崩壊イメージ 

本格復旧を検討するにあたり，奈良県により被災箇所

周辺のボーリング調査が実施された．その結果，地表付

近から深度30ｍ付近までの間に，開口亀裂が発達してい

たり，風化が進行して緩んだ岩盤や，地下水の存在等の

特徴が確認された． 

一方，既往文献・調査結果レビューでは，2023年12月

の崩壊箇所を包括する流域は，深層崩壊危険渓流として

抽出されていることが確認された．加えて，奈良県実施

のボーリング調査結果から，深層崩壊の発生に寄与する

可能性のある特徴が複数確認された．そのため，当該地

域では今後，大雨や地震時に深層崩壊が発生し，甚大な

被害が引き起こされる可能性が極めて高いと判断した．  

 
(5)  直轄権限代行による事業化 
現道復旧を行った場合，深層崩壊危険渓流の地形を改

変するため，応力解放等により深層崩壊を誘発する可能

性が避けられないと判断された．そのため，本格復旧に

は高度な技術力を要すると考えられることから，2024年

3月27日に道路法 第13条第3項の規定に基づき，直轄権

限代行により国土交通省が調査，設計，工事を進めるこ

ととなった． 

2. 本格復旧に向けた地質調査 

(1)  調査箇所の選定 

 被災箇所を包括する流域は，過去に深層崩壊危険渓流

として抽出されており，付近にも同様な地形が認められ

る．そこで，周辺地域における，深層崩壊をはじめとし

た地質リスクの広域的な抽出を試みた．概略地形判読を

行い，図-7 に示す青破線エリアを調査箇所として選定

した．選定の根拠を以下に示す． 

a) 崩壊が密集するエリア 

・崩壊跡やガリーなどの地形が密集しており，周囲と

比べて脆弱な地質工学的性質を有する可能性が高い

と考えられる． 

b) 半島状の尾根地形を呈するエリア 

・尾根地形は元々硬質な岩盤から形成されていたと考

えられるが，ダム建設時の切土以降，経年的な風化

が進んだことから，次第に尾根全体が緩み，地盤の

強度が低下している可能性があると考えられる． 

 
図-7  調査箇所と調査数量 

(2)  調査概要 

a) 地形解析調査（地形判読） 

微地形判読図と現地踏査結果をもとに，地すべり，重

力変形斜面等により地山が緩んだ地形（緩み地形）を抽

出した．図-8，9に示すように緩み地形が多数抽出され

た． 

b) 地形解析調査（航空レーザ測量データ差分解析） 

2013年度と2020年度の航空レーザ測量データを用いて

地上標高データの差分をとり，m単位で地形の変化状況

を確認し，斜面が変動している可能性のある範囲を抽出

した．図-8，9に示すように変動している可能性がある

斜面が多数抽出された． 

c) 干渉ＳＡＲ時系列解析 

過去と約10年間のSAR衛星データを分析し，mm単位で

地形の変化を確認した．図-8，9に示すように変動して

いる可能性のある斜面が多数抽出された． 

被災箇所周辺（BH-1）の平均年変動量は，他の調査箇

所と比べて2mm/年と大きく，累積性が明瞭であった．ま

た，調査箇所（BH-2～3）の平均年変動量は1mm/年であ

り，BH-1と同様に累積性が確認された（図-10）． 

d) ボーリング調査（ボアホールカメラ撮影） 

2-(1)で選定した調査箇所においてボーリングを実施

した．コアやボアホールカメラ撮影結果をもとに，岩相

や亀裂・風化度合等の状況から，「風化帯」や岩盤に亀

裂が多数発達している「緩み域」を推定した．調査箇所

BH-1は浅層15mに強風化帯，層厚30m程度の深層に緩み

域が確認された．また，調査箇所 BH-2 では 25m，BH-3

で層厚40mの緩み域が確認された．  

e) 弾性波探査 

弾性波探査は，人工震源から弾性波を発生させ，地中

を伝播するP波速度を計測し，地盤の強度を推定した．

ボーリング結果とキャリブレーションを行い，BH-1～4

の緩み域を把握した．  

f) 空中電磁波探査 

 空中電磁探査は，比抵抗値分布を基に，広域的な地質

状況や地下水等の分布状況を推定できる可能性がある．

そこで，BH-1～4の調査結果の妥当性を含めた総合的な
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検証を行った．平面的な比抵抗分布値を確認した結果，

BH-1周辺では，周囲と比較して比抵抗値が著しく低いこ

とを確認した．BH-1孔では，地下水が確認されていない

ことを踏まえると，周辺よりも岩盤の風化が進行してい

る可能性が考えられる．また，BH-1～4の各縦断方向の

比抵抗分布を確認した結果，地質調査結果（ボーリング

調査・弾性波探査）による緩み域の下端深度とおおよそ

同じ深度に比抵抗値が急激に変化する領域が認められた．

比抵抗値の変化には様々な要因が考えられるが，岩盤状

態の変化として考えた場合，ボーリング調査結果と概ね

整合する（図-11）． 

(3)  被災箇所周辺の地質リスク 

a) BH-1（被災箇所） 

地表から深度15mまでの区間に強風化帯が存在してい

ることに加え，干渉SAR時系列解析では平均年変動量が

2mm/年と周囲よりも大きな変動傾向が示された． 

 また，地表から深度30m程度までの比較的深い区間に

おいて，深層崩壊の危険性がある緩み域を推定した． 

これらを踏まえると，重力変形等による岩盤の緩みが

進行している可能性があり，調査箇所の中では崩壊危険

度が最も高い斜面と考えられる．崩壊を抑止するために

は，浅層の強風化帯の対策が必要であり，浅層部と深層

部の対策を併せて検討する必要がある． 

一方で，BH-1周辺に着目すると，BH-1箇所で地質調査

および地形判読により推定された緩み地形と，隣接する

斜面において干渉SAR時系列解析で抽出された斜面変動

の範囲が重複している状況を確認した．総合的な斜面対

策を行うためには，一体の土塊として取り扱う必要があ

ると判断した（図-8，図-11，図-12）． 

b) BH-2～4（被災箇所外） 

 ボーリング調査により，BH-2～4 においても緩み域

（層厚25m～40m）が判明した．  

干渉 SAR 時系列解析により，BH-2～3 では平均年変動

量が 1mm/年を確認した．差分解析では，BH-4 周辺で変

動傾向を確認した．これら調査結果を総合的に検討した

結果，深層崩壊の危険性があると判断した． 

一方で，各調査結果を踏まえると，BH-1 と比べて直

ちに崩壊する可能性は低く，早急な対策の必要性はない

と考えられるが，変動が進行すれば BH-1 同様に崩落の

危険性が高まるため，継続的な監視を行っていく必要が

あると判断した（図-8，図-9）． 

c) 地質調査結果のまとめ 

今回実施した現地踏査，地形判読，地形差分解析，干

渉SAR時系列解析及び過去の被災履歴の確認の結果，前

鬼橋から上池原交差点までの区間における国道169号の

全線にわたり地すべりや重力性変形に伴う緩み地形が存

在することが判明した． 

 

図-8  調査結果概要図（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9  調査結果概要図（2/2） 

 

 

 
図-10  干渉SAR時系列解析 

（BH-1～3）※BH-4は南向き斜面で解析困難 

変動速度：2 ㎜/年
累積性：明瞭 BH-1 (mm) 

(mm) 

(mm) 

BH-2 
変動速度：1㎜/年 
累積性：あり 

変動速度：1㎜/年 
累積性：あり BH-3 
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図-11 空中電磁波探査結果 平面図及びBH-1断面の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 調査結果の概要(BH-1の例) 

3. 本格復旧案の検討 

(1)  検討方針及び配慮事項 
 比較案は，図-13 に示す崩壊箇所を対象とし，斜面崩

壊を「抑止」，「回避」の2つの視点から立案した．  

具体的には，図-13 に示す原位置復旧（アンカー工），

別線（ダム湖側）橋梁，別線（山側）トンネルを立案し

た． 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 比較案ルート図 

a) 原位置復旧（アンカー） 

 深層崩壊の危険性を有するブロックに対して，地山の

切り取りによる応力解放を生じさせず，施工振動を最小

限に抑制するためアンカー工により原位置復旧を行う案．  

アンカー施工面積：約33,000m2（図-14） 

 
図-14 原位置復旧（アンカー） 

b) 別線（ダム湖側）橋梁 

 深層崩壊が発生しても崩壊ブロックの土砂・岩塊が到

達しない範囲を設定し，その範囲を避けた位置（崩壊ブ

ロック下端から最小50m離れた位置）に橋梁を設置する

案． 橋梁延長約0.5km（図-15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 別線（ダム湖側）橋梁 

c) 別線（山側）トンネル 

 斜面の危険性がないトンネル坑口位置で，深層崩壊が

発生しても影響が及ばない離隔距離 2D（D：掘削径）以

上を確保した位置（山側）をトンネルで通過する案． 

トンネル延長約2.7km（図-16） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-16 別線（山側）トンネル 
(2)  比較検討 
 以上の比較3案に対して，施工の難易度，施工安全性，

維持管理，工期，経済性の観点から比較，評価をおこな

った． 

a) 施工の難易度 

 アンカー工の場合，抑止力が大きくなるため，アンカ

ー配置が密集するとともに，常時満水位以下での施工で

は，受圧板の品質管理が高度となる．橋梁案では，ダム

湖内での施工により仮締切（ケーソン等）の規模が大き

く高度な管理が必要となる．トンネルについては，標準

的な山岳トンネル工法（NATM）での施工が可能である． 

b) 施工安全性 

 アンカー工の場合，大型の削孔機により打撃振動を与

崩落個所 

× 
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えるため，崩落を誘発する．直高50m超で急斜面に設置

される足場が強風時，地震時に安定性を損なう．橋梁，

トンネルは，規模は大きくなるが，既往の施工事例等を

元に管理することで対応は可能である． 

c) 維持管理 

 アンカー工の場合，ダム湖の常時満水位以下の施工も

含まれるため，点検が容易ではない．再緊張の必要性が

生じた場合，工事費が高価となる．橋梁は，ダム湖内と

なり，橋梁の点検知識を有する潜水士が必要となる．一

方トンネルは，一般的なトンネル点検で対応が可能であ

る． 

d) 工期，経済性 

 災害復旧事業のため，工期は最短が望ましい．アンカ

ーは打設規模が大きく，橋梁，トンネル案に比べて工期

が長い．橋梁は，ダム湖の中央付近を通過し，橋脚高が

100mを超えるため，トンネル案に対して高価となる． 

e) 検討結果 

以上の比較結果より，施工の難易度，施工安全性，維

持管理に問題が無く，工期，工費に優れるトンネル案を

選定した．また，結果的に，トンネル案とすることで，

地質調査結果で，将来的に崩壊の危険性が残るBH-2～4

の半島状尾根付近を回避できる． 

4.  まとめ 

(1)  本格復旧案検討の流れ 

地質リスク把握を目的とした地質調査を早期に実

施するとともに，その結果を反映した比較案の検討や

防災検討会での助言の反映し，設計精度（構造信頼性，

概算費用，概算工程）を逐次更新を行い，委員会での

合意形成を経て，3 ヶ月の短期間で本格復旧案を確定

させることができた（図-17）．  

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図-17 本格復旧案検討の流れ 

(2)道路早期災害復旧に向けて得た知見 

早期に道路災害復旧案を確定するに至った調査，比較

検討，及び工程管理で得た知見を以下に示す． 

a) 地質調査段階 

机上調査の面的，現地調査の面的，現地調査の点的の

順で調査を実施することで，効率的に崩壊地，及びその

周辺における地質リスクの内在範囲と影響度を効率的に

把握することができる（表-2）． 

表-2  実施した調査とその目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 比較検討段階 

比較案抽出にあたっては，対策の信頼性を踏まえ

て，比較案を抽出することが重要である．本事業の別

線（山側）トンネルのように構造物規模は大きくなる

が，斜面崩壊のリスクを回避することで経済性，工期

短縮が図れ，かつ，維持管理性においても優位となり，

当該地域の抱える地質リスクを回避することができた． 

他方，推奨案の選定にあたっては，比較案に対し

て実現性が担保される必要がある．類似事例，簡易構

造計算をもとに，必要な補強構造，ルート，工期など

の信頼性を向上させることに留意の必要がある． 

(3)  今後の展望 

本路線と同様に 1965 年代にダムの工事用道路で建設

され，その後国道，県道として利用されている道路や，

法面に対する安全基準が十分に整備されていなかった時

代に建設された道路については，本路線と同様に斜面の

経年劣化が進行しているものと思われる．今回の調査，

あるいは復旧対策で得られた知見を基に，災害復旧の迅

速化を図るとともに，予防保全の考えも踏まえ，引き続

き，安全な道路の整備，管理に繋げていきたい． 

謝辞：本論文の執筆にあたり，国道169号下北山村上池

原地区防災対策検討委員会の京都大学 大西有三名誉教

授，関西大学 社会安全学部 小山倫史教授をはじめ，

各委員の皆様，並びに奈良県，下北山村の関係者，業務

関係者の皆様にお礼申し上げます． 
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浮孔西小学校通学路安全対策における 

ハンプの設置について 
 

 

森井 大貴1 

 
1大和高田市 環境建設部 土木管理課 （〒635-8511奈良県大和高田市大字大中98-4） 

 

 大和高田市では2014年に策定した「大和高田市通学路交通安全プログラム」1)に基づき，関係機関の連

携のもとソフト・ハード対策を組み合わせた通学路の安全確保に関する取組みを行っている．その一環と

して浮孔西小学校に面する市道 高227号線 の安全対策事業を行った．本稿では浮孔西小学校の通学路安全

対策についての一連の取り組みについて報告する．また本市で5箇所目となる道路ハンプについて設計及

び施工で工夫した点について報告する．  

 

キーワード 生活道路，通学路，交通安全対策，物理的デバイス，ハンプ，合意形成  

 

 

1.  はじめに 

 

(1)   大和高田市の通学路対策について 

 大和高田市には現在8校の小学校があり、その全てで

児童の集団登校が主な通学手段となっている。通学に使

用される道路は歩車道が分離された道路や車両交通量が

少ない道路が極力選ばれ、一部鉄道及び国道等を横断す

る必要がある箇所については横断歩道橋や地下道が設置

されている箇所もある。通学路安全対策は継続的に実施

されており、特に2014年からは通学路交通安全プログラ

ムに基づいた合同点検、対策、効果把握、改善の継続的

取組を実施している。本市は県内で最大の人口密度を有

し、狭隘道路も多いことから、歩車混在の道路において

児童の安全に関する地元要望が多い現状にある。 

 

(2)   浮孔西小学校について 

 浮孔西小学校は大和高田市曽大根1丁目にあり、1982

年開校の市内で最も新しい小学校である。西に300m行

くと国道166号、南に200m行くと国道24号大和高田バイ

パスという本市における主要な幹線道路から近い場所に

あたる。国道166号東中南交差点から浮孔西小学校を経

由し、大和高田バイパス側道に至る大和高田市道 高227

号線は幅員4m前後の生活道路であり、歩車分離された

歩行スペースも無いが、国道同士の交差点をショートカ

ットする目的と思われる通過交通が多く、道路線形が直

線で見通しを確保できることからか速度も高い車両が多

い。また沿線には大型車両が出入りする工場等もあり歩

車分離及び車両の速度抑制対策に関する要望が多い路線

となっていた。また浮孔西小学校北東角の交差点につい

ては小学校北側から通学する児童が多いものの交差点の

見通しが悪いことから、南に位置するJR横断の跨線人道

橋に続く単路横断の横断歩道部については長い直線の途

中に位置しており車両速度が高く一時停止しない車両が

度々見られたことから横断時の危険が指摘されていた。 

 

 

図-1  広域の浮孔西小学校位置図（地理院地図に加筆して作

成） 

2.  高227号線の安全対策 

 

(1)   これまでに実施した対策 

 上述した課題は通学路交通安全プログラム策定当初か
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ら認識されていた。浮孔西小学校の東側は全面水路に面

しており、小学校に面する部分の延長は約160m程度、幅

80cm程度である。この区間については水路蓋掛けによる

歩行者空間の確保を実施した。またそれ以外の区間につ

いては車道と物理的に分離した歩道を確保することが難

しかったため、外側線外側に幅60cmで緑色の溶融式ライ

ンを設置し、路肩部分を歩行者優先の空間として視覚的

に認識できるような構造とした。また交差点部分は赤色

のすべり止め舗装と交差点中央部に丁字の路面標示を設

置し、交差点通行時の注意喚起をした。これらの対策は

道路管理者の実施するハード対策として2016年度までに

は完了した。また学校による取り組みとして登校時のみ

裏門を開放し、極力交差点部分を横断する児童数を減ら

す取り組みも行われていた。 

 

 

図-2  高227号線と周辺との位置関係（地理院地図に加筆して

作成） 

 

(2)   その後の安全対策に関する取り組みについて 

 その後も通学路交通安全プログラムに基づいた通学路

合同点検等において、地元住民や学校関係者からさらな

る安全対策の要望があり、検討を続けた。特に高227号

線は毎日の登校時に危険箇所にて立哨のボランティアを

続けてくださっている地域の方々とコミュニケーション

を取ることで現状の課題について具体的に認識すること

ができた。合同点検においてはPTA等から要望のあった

箇所について、道路管理者、交通管理者及び学校関係者

と共に現地を確認し、現状の認識を行った。認識した課

題について必要な対策について、本市生活安全課が主体

となり安全対策の概略計画を行った。 

 

(3)   交通管理者が実施するソフト対策について 

 まずソフト対策として高227号線の速度規制について

奈良県警察本部との協議を行い、2022年に最高速度30キ

ロメートル毎時の速度規制が行われることとなった。同

時に面的な速度規制を行うゾーン30の検討も行ったが、

対象となる区域における高227号線以外の路線は通過交

通が発生しない袋路状の道路であったため、面的規制で

はなく路線単体の速度規制が望ましいという協議結果と

なった。なお『「凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関す

る技術基準」に関する技術資料』2)において凸部等は最

高速度30キロメートル毎時に規制されている箇所に設置

するものとされており、将来的にハンプを設置すること

を念頭に置いて規制が実施されたものである。 

 さらなるソフト対策として児童の横断が多い交差点部

に新たに横断歩道を設置することについても奈良県警察

本部と協議を行い、2024年度末に横断歩道が新設された。

同時に交差点部分をハンプ形状とすることで通過車両の

速度抑制を実施することの検討も行ったが、当該交差点

の車両交通の多くの部分を右左折する車両が占めており

減速している車両が多いこと、さらには道路線形上見通

しが悪いことから直進時においても交差点進入時には十

分に速度を落とした車両が多いこと、交差点内に斜路部

を設けることが望ましくないため本交差点において交差

点ハンプを設置しようとするとかなり広いハンプ形状と

なってしまうことなどからハンプ設置による効果は薄い

と判断し、交差点ハンプの設置は行わないものとした。 

 以上の奈良県警察本部との協議はコンサル委託等は行

わず、直接職員で実施した。奈良県警察本部とは通学路

安全対策の必要性について共通の認識を持ちながら、協

力のもと協議を進めることができたと感じており、特に

交差点協議においては区画線や路側帯、横断歩道の設置

の考え方について、丁寧に説明いただいたことで迅速か

つ円滑な協議ができた。 

 

(4)   道路管理者が実施するハード対策について 

 ハード対策として水路蓋かけによる歩道の設置を南側

に延伸することとした。延伸区間は民家に面しており、

沿線住民からは自宅駐車場前を多くの児童が歩くことに

なることについての心配の声も聞かれたが、事業の必要

性の説明及び道路反射鏡の調整により歩行者の確認がで

きるようにするなどの工夫をすることで理解を得ること

ができた。水路蓋かけの詳細設計についてはコンサル委

託とした。 

 さらに特に車両の速度が高くなると考えられる箇所に

ついてハンプの設置を検討した。ただし対象となる高

227号線は沿線に民家が立ち並ぶ生活道路であり、道路

高さを変えづらい物理的制約を受けながら速度抑制効果

の高い箇所でのハンプの設置をする必要がある。実際に

車両が速度を上げることが多い区間については立哨ボラ

ンティアの方々をはじめとする地元住民の意見を参考に

候補箇所を選定し、その中でハンプが車両の出入り等の

支障になりづらい箇所をハンプ設置箇所候補として提示

することとした。具体的にはまず職員により現地踏査し

て概略の計画を立案した段階で地元説明会の開催をビラ

及び学校からの周知により関係者に伝え、説明会にて計

画に関する意見を求める。いただいた意見をもとに修正

一般部門(安全・安心)Ⅰ：No.07

2



計画を立て再度地元説明会を開催し、ハンプの必要箇所

について大まかな位置についての合意形成ができた時点

でハンプに直接隣接する地権者に対して改めて同意をい

ただくという手順を踏み、最終的に3箇所のハンプ設置

計画が完成した。 

 ハンプの設置にあたってはハンプに対する注意喚起を

行い、歩行者中心の地区であることをドライバーに伝え

るため、注意喚起看板や路面標示を設置することが望ま

しい。今回の注意喚起として、電柱添架式の注意喚起看

板、電柱巻き付け式の注意喚起電柱幕、「段差注意」の

路面標示、ハンプ手前及び横断歩道手前にはゼブラ状の

赤色薄層カラー舗装、オーダーメイドのデザインが可能

で路面にシートを溶融して接着する屋外路面シート、ハ

ンプ上には赤色薄層カラー舗装とハンプの路面標示によ

る視覚的注意喚起を実施した。これらの協議及び詳細設

計においてはコンサル委託等は行わず、直接職員で実施

した。 

 

3.  大和高田市におけるハンプの設置 

 

 大和高田市では高227号線のハンプ設置以前に4地区、

8箇所のハンプを設置した実績がある。そのうち2地区、

4箇所については凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関す

る技術基準の制定前に設置しており、凸部の高さは

12cmもしくは8cmとしていた。実際に運用していく中で

12cmは車両底部との接触等の物理的な問題は確認され

ていないものの、速度が低い車でも不快感が大きいとい

う意見があった。8cmの場合は速度が高い車両でも不快

感小さく速度抑制効果が低いことが指摘されていた。こ

れは技術基準の記載内容にも一致しており、凸部高さは

標準の10cmが望ましいことを経験的に確認していた。

またこれまでのハンプでは舗装打ち替えと同時にハンプ

設置をしていたこともあり、ハンプ部以外の舗装と合わ

せて同時施工としたこともあったが、ハンプ横断端部の

壁部分にマーキングを施して高さを合わせようとしても

施工が難しく、計画通りの形状とならないことがあった。 

 

4.  ハンプの施工 

 

(1)   ハンプの施工方法参考資料について 

 今回の施工においてはハンプの施工に関する参考資料

（案）3)に準拠した方法で施工を行うこととした。参考

資料に記載の施工方法の工夫としては形状を示す型枠の

使用、すりつけ部分の舗装厚確保のための溝切り、平坦

部と傾斜部の分離施工、平坦部の余長部分の設定が挙げ

られており、これら全てを今回の施工においても採用す

るものとした。型枠は舗装厚に合わせてサイン曲線形状

に加工した型枠を用いた。施工業者のヒアリングによる

と型枠の加工は普段から取引のある材木業者に依頼した

ため、型枠作成のために特別に業者を選定する等の必要

はないとのことであった。 

 ハンプの形状は凸部の高さ10cm、傾斜部の形状は参

考資料に示された通りのサイン曲線形状、平坦部の長さ

は2mから4mで設定した。 

 

 

写真-1  形状を示す型枠と溝切り 

 

写真-2  平坦部の施工 

 

写真-3  傾斜部の施工 
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(2)  施工歩掛等について 

 施工に要した人員については舗装打ち替え時とほとん

ど変わらなかった。施工業者はハンプの施工が初めてと

のことであり、1箇所目については8人体制で昼休憩を除

いて7時間程度で溝切りの施工からハンプの完成までが

完了したが、3箇所目には施工に慣れてきたこともあり、

施工規模はほとんど同じであったが6人体制で6時間弱程

度で一連の作業を完了した。以上のことより幅員4mか

ら5m程度の道路で標準的な形状のハンプの施工をする

場合は1日1箇所、作業員は世話役、資機材運搬の運転手

等も含めて6人程度での作業となることが分かった。使

用した主な機材は合材運搬用の10tダンプトラックまた

は4tダンプトラック1台、機材等を積載した4tトラック1

台、小型バックホウ0.09m3、コンバインド式振動ローラ

1台、振動コンパクタ1台である。材料は密粒度アスコン

及び乳剤である。 

 

写真-4  使用機材 小型バックホウ0.09m3 

 

写真-5  使用機材 コンバインド式振動ローラ 

 

 

(3)  実施工に際して留意した点等 

 施工業者にヒアリングしたところ、ハンプ施工の難し

い点は曲線部分の施工とのであった。今回施工時はサイ

ン曲線形状を正確に再現するため、型枠を横断端部だけ

ではなく中心部分にも設置して傾斜部の形状を再現し、

転圧前に中心部分の型枠を外す等の工夫を行った。また

合材の敷均しに時間を要するため、合材の運搬を小分け

にし温度が下がりすぎないようにするよう工夫した。 

 

写真-6  施工時の工夫 中心部に型枠設置 

 

(4)   今後の課題 

 今回施工時は出来形の計測方法について、事前に施工

者との打ち合わせができておらず、施工計画段階で出来

形計測の方法について協議が十分でなかった。そのため

出来形の計測ができなかった。今後は出来形計測を確実

に行い、施工品質や精度について確認できるようにした

い。 

 

写真-7  ハンプ完成の遠景 
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高山ダムにおけるカビ臭物質発生への対応状況 
～水質異常対応の一事例～ 

 
加村 拓也1・米澤 喜弥2 

 
1独立行政法人水資源機構 木津川ダム総合管理所 高山ダム管理所 

（〒619-1421京都府相楽郡南山城村田山ツルギ43） 

2独立行政法人水資源機構 木津川ダム総合管理所 高山ダム管理所 
（〒619-1421京都府相楽郡南山城村田山ツルギ43） 

 

 2024年5月中旬から6月中旬にかけて，高山ダム貯水池においてカビ臭物質を放出する植物プ

ランクトン（Pseudanabaena※旧称Phormidium以下「スードアナベナ」）が急激に増殖し，2-

MIB値が高濃度で確認された．ダム放流水の2-MIB値の上昇に伴い，ダム下流河川でも2-MIB値の

上昇が確認され，沿川の浄水場では原水の2-MIB値に応じて浄水処理等を変更する対応がなされ

たが，ピーク時には水道水質基準を超え水道事業者が記者発表する事態に至った．本稿では水

道事業者との水質調査の連携・情報共有，ダム運用の対応状況など事態収束までの経過と，異

臭味等の発生を想定した平時からの連携のあり方について報告を行うものである． 

 

キーワード 2-MIB，Pseudanabaena，カビ臭，リスクコントロール，利水者との連携 

 
 

1.  はじめに 

 

 高山ダムは堤高67.0m，堤頂長208.7m，堤体積約214千

m3，総貯水容量56,800千m3のアーチ重力式コンクリート

ダムである．木津川支川の名張川の最下流に位置し，上

流にある3ダムと合わせ木津川全体の約40％にあたる流

域からの流水をコントロールし，洪水調節，既得用水・

水道用水の補給，発電，河川環境の保全等を事業目的と

する多目的ダムである．1969年8月1日より管理を開始し，

2025 年8月に57年目を迎える． 

高山ダム貯水池では，管理開始後 15 年が経過した 

1984 年頃から，栄養塩の流入負荷量の増加に伴い，藍

藻類のMicrocystis（以下「ミクロキスティス」）を優

占種とするアオコの発生が確認されており，毎年夏期に

は低層の溶存酸素(DO)の低下も見られていた．また，選

択取水設備が無いため常に低層の EL.95.0m，99.0m（湖

底標高概ね EL.90m 程度）から放流をしているため，4

～5 月頃には流入水温に比べ低い温度の冷水を放流する

ことがあった．そこで，2000 年～2002 年に，浅層曝気

循環設備４基（コンプレッサー４台）を設置し、その後 

2012 年に散気管のみを４基増設し，主に4月から11月の

期間の貯水池表層の水温に応じて運転するコンプレッサ

台数を調整し，アオコの発生抑制と共に低層DOの低下対

策と冷水放流対策を図っている．（図-1） 

 

 
図-1  浅層曝気循環設備の設置位置 
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通常時 今回

五月橋(表層) － 状況変化時 機構 本川流入水の監視

八幡橋(表層) － 週1回 機構 貯水池湖心部の監視

高山橋(表層)※1） － 週1回 水道 貯水池屈曲部の監視

網場(表層) 月1回 週1回 機構 ダム水質管理の基準地点

網場(EL.99m) － 週1回 機構 発電・洪水吐の取水呑口標高

網場(EL.95m) － 週1回 機構 利水放流設備の取水呑口標高

発電放水口 月1回 週1回 機構 発電放流水の出口

減勢池※2） － 週1回 機構 利水放流設備・洪水吐ゲート放流水の出口

合流前本川 笹瀬橋 － 週1回 水道 木津川本川の水質把握

大河原 月1回 週1回 水道 合流後の水質把握

恭仁大橋 月1回 週1回 水道 流下過程での把握

月1回 週1回 水道 ピーク時は3回/日まで頻度増加

※1)貯水池内の監視頻度を増やすため水道事業者が高山ダムの調査日意外に採水分析

※2)利水放流設備・常用洪水吐ゲートから放流中のみ実施

地点属性・地点名

(1)-1

(1)-2

(2)

(3)

貯水池内
上流地点

貯水池内
網場地点

目的
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1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30

5 6

貯水池表層2-MIB

貯水池表層水温

2
-M

IB
（

ng
/L

）

水
温

（
℃

）

月 月

増殖に適した水温（15～20℃） 

2.  カビ臭物質の発生状況 

 
2.1 カビ臭物質2-MIBの上昇確認と監視強化の経緯 

2024年5月22日に下流河川で取水する水道事業者のも

とに水道水からのカビ臭に関する苦情があり，水道事業

者による追跡調査の結果，高山ダム貯水池内で2-MIBの

値が211ng/Lと高くなっていることを確認され，5月24日

に高山ダム管理所に連絡があった． 

高山ダムでは毎月1回の定期水質調査において，4月か

ら11月の間はカビ臭物質濃度の監視も行っており，直近

の5月8日の調査結果においては，貯水池内は網場地点

(表層)で8.4ng/l，ダム直下放流水は発電放流口で

1.5ng/Lと低い値であった． 

5月8日から24日までの短期間で値が大きく変化してお

り，水道事業への影響も拡大する可能性があることから，

水道事業者と高山ダム管理所が連携して水質調査頻度を

増やし，監視を強化，情報連絡を密に対応することとし

た． 

 
2.2 調査地点・頻度の設定と採水･分析の分担連携 

水道事業者から高山ダムに連絡があった 5 月 24 日時

点では，ダム直下放流水の値が判明していなかったこと

から，高山ダム管理所が貯水池の鉛直方向の複数サンプ

ル，ダム直下放流水のサンプルを水道事業者の水質管理

センターに持ち込み分析を依頼し，翌 25 日に結果値を

共有，監視に有効な調査地点・頻度と分担について打ち

合わせで決定した.（図-2，表-1）. 

調査頻度は概ね週1回とし，貯水池の調査では高山ダ

ム管理所と水道事業者で調査日の重複を避けることとし

た.分析は迅速性の観点から，急を要する場合は，高山

ダムが採水し，水道事業者の水質管理センターに持ち込

むこととした. 

 
(1)-1貯水池内上流地点 

（高山ダム管理所・水道事業者） 

貯水池内の上流地点のカビ臭物質，生物相の変化を把

握し貯水池内での遷移（流下）状況を監視する. 

(1)-2貯水池内網場地点（高山ダム管理所） 

貯水池内鉛直方向のカビ臭物質変化を把握し，放流設

備及び曝気循環設備の運用方法の変更の有効性を確認す

る. 

(2)ダム直下放流水（高山ダム管理所） 

放流設備の出口毎のカビ臭物質変化，下流河川への影

響度を確認する. 

(3)下流河川・浄水場（水道事業者） 

本川との合流前後と水道取水位置までのカビ臭物質変

化，ダム放流の水質と水量，本川流量の関係からダム放

流による影響を監視する. 

 

図-2 調査地点図 

 

表-1 採水箇所の概要と採水分析頻度・分担 

 
2.3 2-MIB値の推移と原因種細胞数の変化 

今回のカビ臭発生から収束までの貯水池における 2-

MIB 値の推移と貯水池表層の水温の変化，原因と見られ

る植物プランクトンの採水サンプル中の細胞数の変化を

合わせて整理した.（図-3，図-4）. 

カビ臭物質である2-MIBを放出する植物プランクトン

として知られる藍藻類のスードアナベナが，貯水池の水

温の上昇に伴い5月中旬から下旬にかけて急激に増殖し，

同種の増殖に適した水温（15℃～20℃）よりも高温とな

った時期から衰退し，原因種の盛衰に前後して2-MIB値

も推移していたことが確認できる. 

 

図-3 貯水池表層の2-MIB値と水温の推移 
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写真-1 確認されたスードアナベナの糸状体 

 
2.4 原因種の異常増殖の要因に関する考察 

今回の高山ダムでのカビ臭発生は，曝気循環設備の導

入以降では例を見ない事象であり，総合技術センター及

び関西支社・淀川本部等の協力を得て，気象，水象，流

入負荷などの観点からデータを整理し，有識者への相談

を踏まえ以下のとおり要因を考察する. 

① 高山ダムは元々リン濃度の高い冨栄養湖であるが，

2024年は，過去5カ年と比較し，4月頃から流入量が

多く，さらに5月19日の出水で，貯水池のリン濃度

が高い状況であった.（図-5） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 貯水池表層の総リン濃度の近ヵ年5年比較 
 
② 2024年は水温が，4月中旬以降から5月中旬は，  

スードアナベナの増殖する適温である15℃～20℃程

度となっていた．（図-3） 

③ 5 月 15 日～5 月 25 日の間に優占種が，スードア

ナベナに変わっており，この間に急激に増殖した

と考えられる．（表-2） 

表-2 カビ臭前後のプランクトン優占種の変遷 

 

④ 曝気循環の運転により，循環効果は見られていた

が，スードアナベナに対する曝気循環設備の効果

は限定的であった． 

⑤ 曝気循環設備の効果が及びにくい，中流部の八幡

橋付近で滞留・増殖し，増殖しながら下流の高山

橋～網場へ流下していったことが考えられる．

（図-6） 

図-6 各地点のスードアナベナ細胞数と2-MIB値 

 

⑥ スードアナベナは，曝気循環設備運転後の 2004

年以降は大幅に減少しており（図-7），今年度の増

殖は外部要因の影響も考えられた．支川上流ダム

の協力を得て調査した結果スードアナベナの細胞

数と 2-MIB が高値であった（図-6)．流入支川のた

め池や貯水池からの流入も高山ダムでの増殖要因

の一つと考えられるため，今後も継続して調査し

把握が必要と考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 スードアナベナ属の細胞数の経年変化 
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高山ダムからの放流量の調整と本川流量の関係

全放流量 合流前（島ヶ原流量） ダム放流量/合流後（加茂流量）

水位低下を一時中断し合

流後水量に対するダム放

流水の割合を低減

出水で本川流量が多い

時にダム放流を増量

本川流量とのバランスを保持

し緩やかに水位低下継続

放流濃度が低減した

ため水位低下を加速

5月28日(火)出水直前の運用状況

放水口

186ng/L

１号 2号
3号 4号

5号
6号

7号

8号

曝気設備は植物プランクトン増殖抑制のため浅層で運転

流入

取水深付近への拡散を抑制するため底層からの曝気は停止

整備中

曝気運転

高山橋 八幡橋 月ヶ瀬橋 五月橋網場
（流木止）

曝気停止

高山ダム

732ng/L

74ng/L常用洪水吐

低水放流管

5/24から放流減
水位低下中断
水位維持に変更

256ng/L 1ng/L

非常用洪水吐

発電放流管

曝気運転曝気運転

曝気停止
曝気停止曝気停止

3. 放流水の2-MIBを低減するための対応 

 

 下流河川での水道事業等への影響を極力低減するため，

高山ダムでは放流量の調整，放流設備及び曝気循環設備

の運用変更について可能な範囲で調整しつつ，運用状況

について水道事業者への情報発信に努めた． 

 
3.1 放流量の調整 

高山ダムからの放流水は，ダム直下で合流する木津川

本川と混合されるため，木津川本川とダム放流水の各々

の流量と水質から水道用水への影響を推定した．具体に

は，木津川本川の 2-MIB 値を 1ng/l 未満としたときに，

直近の高山ダム放水口の 2-MIB 値より，本川流量と放流

水量の加重平均により合流後の 2-MIB 濃度を推定し，水

道事業者の浄水処理状況を聞き取りしながら，浄水処理

でのカビ臭除去が可能なレベルとなるように放流量の調

整に努めた． 

また，6 月 16 日からの洪水期に向け貯水位低下中で

あったことから，期間を通じ総流入量より多く放流する

必要があり，水量による希釈を図るため，出水後に本川

流量が多く，ダム放流の影響が比較的小さくなるときに

水位低下を進めるように運用した．（図-8，図-9） 

なお，水量による希釈という観点では，ごく短期間で

はあるが，布目ダム，川上ダムと連携し両ダムの水位低

下放流量も調整し下流河川の2-MIB値の低減を図った． 

 

図-8 高山ダムの運用状況 

図-9 本川流量を考慮したダム放流量の調整状況 

 
3.2 曝気循環設備の運用方法の変更 

 曝気循環設備はミクロキスティス等の藍藻類による 

アオコ発生を抑制するため，有光層以下の極力深い循環

流を発生させ，光合成の阻害，表層付近の水温上昇を抑

制する運用を基本としている．一方で，今回のカビ臭対

応中は，2-MIB値が表層で高く，取水深付近（EL.99～

95m）で低い状況であったため，鉛直方向への2-MIB拡散

を回避するため，底層付近に固定された5号から8号の散

気管の運用を停止し，ダム湖面から吊り下げ式で，散気

標高を調整できる1号から4号の散気管のみを運用した． 

（図-10） 

なお，常用洪水吐きゲート放流（概ね毎秒 40m3 以上

の放流）を要する出水時には，ダム湖内の上下流方向の

流れが卓越し，曝気循環効果が得られにくいので，曝気

の運用を停止することとしているが，今回のカビ臭対応

中は散気による 2-MIB の蒸散作用を期待し，放流量毎秒

100m3程度を運転・停止の閾値として運用した． 

 

 

 
 

図-10 2-MIB拡散防止を考慮した曝気循環設備運用 

 
3.3 放流設備の運用変更 

5 月 29 日の出水後は，低水温，高濁度の流入水が曝

気運用標高の下層に潜り込む様相となった．放流水を目

視すると利水放流設備の放流水の濁りが顕著であった．

ダム上下流の水質自動観測では，ダム上流で発電設備取

水口EL.99ｍと利水放流設備取水口 EL.95mで水温，濁度

に差がないが，ダム下流の発電放流口では取水口標高に

比べ水温は高く，濁度は低いことを確認した．このこと

から，発電設備の取水は平常値最高貯水位付近まで設置

された取水スクリーンの影響を受け表層付近までの温か

く濁りの少ない水を引き込んでいるものと推定した． 

実際に利水放流設備の放流水を採水分析した結果，発

電放流水よりも 2-MIB 濃度が低かったため，発電事業者

への説明後に協力を得て発電放流を段階的に減量，停止

し，利水放流設備からの放流に切り替えて放流濃度の低

減を図った．（図-11，図-12） 
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図-11 放流設備毎の放流濃度の確認 

 

 

 

 

 

 

図-12 放流設備の配置と取水範囲 

 

 

4. 水道事業者との情報連携と意見交換 

 
4.1 情報連携の重要性 

浄水場では原水の採水から分析までの数時間も取水，

浄水処理を続けており，原水 2-MIB が高値と判明する前

に上流河川の水質変化を早期に察知し，浄水処理過程で

カビ臭除去のための粉末活性炭投入を先回りして措置す

る必要がある． 

採水から分析完了までの時間差を埋めるためには，ダ

ム放流の判断，操作，取水地点までの到達時間を猶予時

間とし，粉末活性炭投入の措置を先回りすることが重要

であることを確認した． 

このため，原水 2-MIB 値を上昇させる可能性がある，

出水時のダム放流量の増量操作，放流設備（取水深）の

変更を伴う操作について，高山ダム管理所が判断時点で

情報発信することとし，双方で 24 時間対応可能な連絡

窓口を設定した． 

平時の運用においては，水質・植物プランクトン調査

結果や湖面の目視確認の状況など適時の連絡を密に実施

した．下流河川での2-MIB値の変化については水道事業

者から情報提供を参考に，3.1 放流量の調整や3.3 放

流設備の運用変更を判断した．実運用では下流河川の調

査結果，浄水場での原水と浄水の2-MIB検査値の実績か

ら，浄水処理の限界濃度を100ng/l程度と推定し，出水

時を除き，本川合流による混合を考慮した2-MIBの推定

濃度がこの値を超過しないように放流量を調整した． 
 
4.2 水道事業者との意見交換・連携の継続 

一連の対応を通じて，また，事象の再発に向けた取り

組みとして，水道事業者とは以下のように連携の継続を

確認した． 
 

（1）調査監視の協力継続 

原因種の増殖要因を把握するため，双方協力して流域

全体の状況について広域的・継続的に調査を行うことを

確認した． 

高山ダムではカビ臭項目について特に水温 15°から

20°となる時期（図-13）に着目して監視を強化し，毎

月の速報を水道事業者への情報共有を行うこととした．

カビ臭物質の濃度上昇が確認された際は，今回の対応の

ように水道事業者に分析を依頼し迅速に詳細な情報を掴

み迅速な初動対応を可能とする． 

図-13 貯水池水温指標による監視強化時期の目安 
 
（2）定期的な意見交換会の実施 

調査結果の共有や監視，連絡方法等について確認する

ため，最低でも1年に1回程度，定期的な意見交換の場を

設けることとした． 

 

（3）双方の施設理解度の向上 

ダム管理所の職員は，浄水処理によるカビ臭除去の仕

組みを理解し，除去能力に限界はあるが，早めに対応す

ることで限界に至る前に対応出来る可能性を理解する． 

貯水池でのカビ臭発生を防止することは困難であるが，

一方で水道事業者の協力を得ながら，運用を工夫するこ

とで放流濃度を低減出来る可能性があることについては，

相互に理解を深める． 

このために，双方の施設見学を継続的に実施するなど

理解を深める機会を設ける．（写真-2，写真-3） 
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写真-2 8月24日の浄水場見学の様子 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-3 9月5日の水道事業者によるダム視察の様子 

 
（4）カビ臭対応のマニュアル化 

（水質管理計画への追記） 

双方の組織とも人事異動があるため，今回の対応につ

いて記録，整理しマニュアル化することにより事象の再

発に備えること．前述の調査・監視の結果から意見交換

を通じて見直しを行っていく． 

高山ダムでは，カビ臭対応について水道事業者の動き

を含め事象の深刻化度合いを時系列に整理しタイムライ

ンを作成した． 

 

 

5. おわりに 

 

高山ダムは木津川流域の約 40％を集水域としており，

ダム貯留水に影響を及ぼす流入支川も多数あることから，

リアルタイムで流入水，貯留水の水質を把握することは

困難を極める．一方で，高山ダムの放流はダム下流の木

津川を流下し，阪神地域の利水に供されている．ダムの

放流水質の影響度が非常に大きく，広範囲に及ぶことか

ら，ダム管理者としてのリスクコントロールの重要性を

痛感した． 

今回のカビ臭対応から今後のリスクコントロ-ルに活

かすための要点を整理した． 

 

○カビ臭を放出する植物プランクト増殖は10日間程 

度の非常に短期間で起こり，貯水池のカビ臭濃度

を急激に上昇させる 

○毎月1回の定期採水では原因種の増殖，カビ臭濃度

上昇の兆候を捉えきれない可能性がある 

○自動観測で常時監視可能な水温指標をトリガーとす

る採水頻度変更と，直営採水による検鏡・臭気試

験で定期採水の間隔を補う必要がある 

○気象水象などの自然条件で原因種の増殖しやすい環

境が続くと，ダム運用，曝気循環設備での抑制は

難しく，カビ臭濃度の低減までに時間を要する 

○浄水場でのカビ臭除去にも限界はあるが，早期対応

で限界を回避出来る場合がある 

○ダムから水道事業者への早期の情報共有は，原水か

ら浄水になる時間差，採水から分析までのタイム

ラグに対し，浄水処理の猶予時間を延ばす 

○流域面積比のとおり，下流河川では高山ダム放流水

の閉める影響が大きいが，出水時を除き，本川流

量との混合割合で2-MIB値を一定程度に出来る 

○発電放流設備と利水放流設備の取水口標高は，ほぼ

中層に位置するが，実際の取水範囲には差があり，

水質を選択的に放流可能な場合がある 

○自動観測によるダム上下流の連続データや鉛直観測

データを注視することにより，貯水池内の水質変

化を推定することが出来る 

○流入河川等から供給された種が高山ダムで環境に適

合し増殖する可能性があるため，支川上流のダム

やため池などの水質にも注意が必要 

○支川上流ダムからの流入水の影響が懸念される場合

は取水深変更などの協力を協議調整した 

 

2025 年も同時期に事象再発の懸念があることから，

水道事業者との密な水質調査の実施・情報共有を行った. 

 幸いにもカビ臭障害が発生することはなかったが，昨

年の発生状況とその対応を踏まえ，連携強化を図ること

ができた.今後も対応全般の記録・整理，有識者・水道

事業者の意見を踏まえ作成したタイムラインに沿って対

応し，監視体制，水運用・設備運用等について関係者と

協力して検討と取り組みを継続する． 
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タイムラプス動画を活用した 
斜面対策工における施工管理効率化と 

技術力向上の取組み 
 
 

金山 和樹1・竹内 信2 
 

1滋賀県長浜土木事務所木之本支所 道路計画課 （〒529-0426 滋賀県長浜市木之本町黒田1234） 

2(公財)滋賀県建設技術センター 技術課 （〒525-0059 滋賀県草津市野路6丁目9−23） 

 

 近年，豪雨災害や法面老朽化により土砂災害リスクが高まっているが，特に地方では建設業

の担い手不足が深刻化しており，斜面対策工を推進出来ない状態に陥ることが懸念される． 
これに対応するため，インフラ分野における生産性向上や技術伝承を目指した「インフラDX」

が推進されているが，地方自治体や中小施工者向けには，手軽で安価なICT技術の導入が求め

られる．本研究では，斜面対策工におけるカメラを活用したDXとして，一定間隔で撮影した写

真をコマ送り動画に編集した「タイムラプス」に着目し，施工管理の効率化・安全性向上と，

施工解説動画による技術力向上の効果を検討した．本稿では，その結果を報告する．  
 

キーワード タイムラプス，施工管理，技術力向上，グラウンドアンカー，斜面対策工 

 

 

1.  はじめに 

(1)   研究の背景 

近年，気候変動が進行しており，これに伴い我が国で

は豪雨災害が激甚化・頻発化している．特に，土砂災害

の年平均発生件数は2003年からの10年間に比べ約1.2倍に

増加し，死者・行方不明者数も約2倍に増えていること

から1)，土砂災害防止を目的とした斜面対策工の重要性

が一層高まっている． 

その一方で，斜面対策工を実施するために必要な建設

業の担い手の不足は年々深刻化している．特に地方にお

いては，建設業の担い手不足が顕著で，熟練技術者の高

齢化や若手技術者の確保・育成が課題となっている．ま

た，滋賀県職員採用試験においても，総合土木職への応

募人数の減少傾向が続いている．このような人材不足に

対応するには，担い手確保に向けた取り組みに加え，施

工の生産性向上・安全性向上や技術伝承に寄与する新た

な取り組みが求められる． 

 

(2)   インフラ分野におけるDXの推進と重要性 

(1)に述べた課題に対処するため，国土交通省では建

設現場の生産性向上や業務，組織，プロセス，文化・風

土や働き方の変革を目的として，平成28年度より「i-

Construction」 及び「インフラ分野の DX」 を推進してい

る．令和6年4月には，新たな建設現場の生産性向上の取

組として「i-Construction 2.02)」が策定されたところである． 

 「i-Construction 2.0」は，「施工のオートメーション

化」，「データ連携のオートメーション化」，「施工管

理のオートメーション化」を3本の柱とした指針である．

ただし，斜面対策工においては，高所かつ急傾斜地での

配筋作業，吹付作業，削孔作業が主となることから，土

工のようにICT建設機械を活用して施工をオートメーシ

ョン化するのは難易度が高い．そのため，斜面対策工で

は出来形管理など施工管理におけるICT技術の活用が先

行しており，令和2年度には3次元計測技術を用いた出来

形算出要領が策定され，吹付法枠工がi-Construction 適用

工種に追加されるなど，施工管理分野でのDXの導入が

進んでいる状況にある ． 

しかしながら，地域に根付いた中小規模施工者・地方

自治体がDXを導入するにあたり，高価なICT機器および

高度なデジタル技術を当初から活用するのはハードルが

高い．例えば，3Dレーザスキャナやドローンの導入に

は高額な設備投資が必要であることに加え，機器操作や

新たな管理手法の学習も求められるため，全ての施工者

が容易に取り入れることは難しい．  

こうした状況の中，比較的低コストかつ操作が容易で

あると同時に，施工の生産性向上・安全性向上や技術伝

承に貢献できる技術として，例えば「工事記録映像活用

試行要領･同解説3)（以下，「映像要領」という）」など

により，ビデオカメラ等で施工状況を記録した映像の施

工管理への活用が検討されている．滋賀県においても，

カメラを活用したDXの取り組みとして，遠隔臨場など
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あらゆる業務場面における360°カメラ・ウェアラブル

カメラの導入4)や，一定間隔で撮影した写真をコマ送り

動画に編集した「タイムラプス」により記録した施工動

画の公開5)などを進めてきた． 

さらに本研究では，斜面対策工における施工管理の効

率化・安全性向上や技術伝承を目的として，タイムラプ

スで撮影した施工記録映像による施工管理手法の提案や，

タイムラプス映像と施工上重要なポイントを組み合わせ

た「施工解説動画」の作成・活用について検討を行った．

本稿では，その結果を報告する． 

 

2.  タイムラプスとその活用 

 タイムラプスとは，一定の時間間隔をおいて撮影され

た静止画像を連続的に結合することで，時間の経過を視

覚的に表現する手法である（図-1参照）．長期間にわた

るプロジェクトの進捗状況を短時間で示すことができる

ため，特に建設現場においては，工事の全体像把握，進

捗管理，透明性確保などの観点から有効である． 

 
図-1  タイムラプスのイメージ図 

 

タイムラプスによって生成された映像データは，メー

ルやクラウドサービスを介して共有可能であり，遠隔地

からも施工状況や進捗を直ちに確認できる．これにより，

監督員が現場に足を運ばなくても工事の進捗を確認でき，

監督業務の効率化が図られる．また，受注者と監督員の

みならず，上司，本社，設計者，メーカー等，関係者間

の情報共有も容易となる． 

また，タイムラプス映像は，技術教育や訓練にも役立

つ．実際の施工プロセスを映像化することで，新しい技

術や手法を学ぶための教材として活用でき，若手技術者

の育成にも寄与する．滋賀県と (公財)滋賀県建設技術セ

ンター（以下，「センター」という）では，令和2年度

から滋賀県発注現場でのタイムラプス動画の収集・公開

を連携して進めている．令和6年11月時点で，工事全体

に関する動画が12本，工種別の動画が29本の計41本がセ

ンターのホームページやYouTubeチャンネルで公開され

ており，「職員の技術力の向上」と「土木の魅力アップ」

を主たる目的として利用されている5)． 

本研究では，これらのタイムラプスの特徴を活かし，

施工履歴の証明や現地立会の時間削減を目的とした施工

管理，および技術力向上への適用性を検討した． 

 

3.  タイムラプスを用いた施工管理の効率化 

(1)   検討方法 

タイムラプス映像を活用した施工管理を導入するにあ

たっては，前述の映像要領3)を参考とした．また，タイ

ムラプスカメラの設定には，センターのタイムラプス動

画収集を通じて得られた撮影ノウハウを活用した5)． 

さらに，筆者の所属する滋賀県長浜土木事務所木之本

支所では，近接箇所で複数発注していた斜面対策工事の

施工者間調整会議の中で勉強会を立ち上げることとし，

この勉強会の中で本研究に関する検討を行った．検討に

あたっては，当該現場を撮影対象に選定するとともに，

発注者と複数の施工者がこの勉強会を通じ意見交換を行

った． 

 

(2)  対象工種 

 本研究の対象工種は，グラウンドアンカー工である． 

グラウンドアンカー工の施工現場環境の特徴に，斜面

対策工として実施する場合は急傾斜地かつ高所での施工

となり，現地で直接立ち合っての確認が困難であること

や，現場が山間部であり発注者の事務所や受注者の営業

所からの距離が遠く，立会や技術支援を行う場合にも移

動に時間を要することが挙げられる．また，削孔やアン

カー体の構築は施工後に不可視となるため，厳密な施工

管理が求められるとともに，施工履歴の適切な記録・保

存も重要となる． 

上記の理由から，グラウンドアンカー工の施工管理を

映像で実施できる手法を確立することは，効率性のみな

らず安全面や品質面からもメリットが大きいと考え，グ

ラウンドアンカー工を本研究の対象工種に選定した． 

 

(3) 対象項目 

今回タイムラプスの活用を検討した施工管理項目は，

グラウンドアンカー工の削孔作業および適性試験である． 

a) 削孔作業 

削孔作業における確認項目の一部を以下に示す． 

・削孔状況 

・削孔長 

・削孔角度 

・グラウト注入状況 

 

各確認項目のイメージは図-2に示すとおりである． 

上記作業を現地で立会確認する場合，削孔の開始から

完了まで現地に滞在する必要がある．しかし，削孔部の

地質条件によって削孔にかかる時間は大きく変動するこ

とから，想定より削孔に時間を要した場合は立会者に現

地での待ち時間が発生し，逆に削孔が想定より短時間で

完了した場合は立会者が現場に到着するまでの間，施工

者に待ち時間が発生する．このような時間のロスを解消

するため，効率的な確認手法の導入が有効となる． 
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図-2  削孔作業の立会確認イメージ 

 

b) 適性試験 

適性試験は，施工したアンカーに緊張力を試験的に与

え，品質を確認する試験である(図-3参照)．試験は段階

的に載荷を行うことから数時間以上も時間をようするこ

とから，現場での立会は最大荷重載荷時などを代表で確

認することも多い．この場合，載荷過程での段階的な荷

重設定や，荷重保持時間の設定が適切であるかは立会で

確認できないことから，効率的にかつ信頼性を確保した

形で試験結果を確認できる手法の導入が有効となる． 

 

図-3  適正試験の立会確認イメージ 

 

(3) タイムラプス撮影時の設定 

使用したカメラは，センターのタイムラプス動画収集

でも活用しているBrinno（TLC2000）である5)． 

フレームレート（fps）については，センターでのタ

イムラプス撮影の標準設定として30fpsが採用されてい

たことから5)，本研究においても30fpsを標準設定とした．   

撮影インターバルについては，複数条件（10秒に1枚，

5秒に1枚，3秒に1枚，2秒に1枚）でテスト撮影を行い，

作業内容を把握可能な値を事前に確認した．その結果，

削孔作業，適性試験ともに5秒に1枚の撮影間隔であれば

対象項目の作業内容を確認することが可能であったため，

5秒に1枚を基本設定とした． 

なお，上記のとおり5秒に1枚で撮影した動画を30fpsの

タイムラプス動画とした場合，実際の2分30秒を1秒の動

画に短縮でき，1時間の施工を24秒に短縮して作業状況

を確認することが可能となる． 

撮影位置については，削孔作業では全体像が把握でき

るよう削孔機周辺を俯瞰できる場所にカメラを設置し，

作業の全体的な流れと各工程の詳細内容が一目で確認で

きるように工夫した．適性試験では，荷重計の数値が読

み取れるようにも留意して撮影位置を設定した． 

(4) タイムラプスを活用した施工管理 

 図-4～図-7 は，各施工段階のタイムラプス映像の切り

抜き画像に，確認時のポイントをタグ付けしたものであ

る．タイムラプス映像は早送りで再生されるため，事前

に確認時のポイントを理解しているか否かで，得られる

情報量に大きな差が生じる．このため，事前にタグ付け

を行ったサンプル動画を作成し，そのタグに基づいて再

生停止やスロー再生も併用しながら映像を確認できるよ

うにしたことで，適切な施工が行われているかをタイム

ラプス映像で確認することが容易となった． 

 

 
図-4  タイムラプス映像による削孔長確認 

 

 
図-5  タイムラプス映像による削孔角度確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  タイムラプス映像によるグラウト注入完了確認 

地表に出たロッドの 

延長を確認（＝残尺） 

撤去したロッドが所定の 

置き場へ運ばれたか確認 
ロッド置き場 

ロッド使用延長＝ロッドの撤去本数×1m/本 
削孔長＝ロッド使用延長 –残尺 –法枠高（固定） 

本数確認 

撮影状況の確認 

（角度の読み取りは不可） 

グラウトが溢れたら注入完了 
（=リバース確認） 

拡大 
リバース 
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図-7  タイムラプス映像による載荷荷重確認 

 

削孔作業に関して，まず削孔長については，残尺の計

測値や使用したロッドの本数をタイムラプス映像から確

認可能であった．削孔角度は，今回のタイムラプス映像

の解像度では正確な数値までは読み取れなかったものの，

計測・記録行為が適切に実施されているかについては視

覚的に確認できた．グラウトの注入完了確認においても，

削孔穴の底から注入したグラウトが削孔穴上端で溢れる

様子（リバース）を映像で確認できた． 

適性試験については，荷重計の値を映像で読み取れた

ことから，試験計画書に沿って試験が行われていること

が確認できた．荷重保持時間についても，タイムラプス

では撮影時刻が明示されるため映像での確認が可能とな

り，試験結果の信頼性も向上した． 

また，直接立ち合わなくても施工状況の詳細が確認可

能となったため，施工管理の安全性向上にもつながった． 

なお，本研究での対象工事において，タイムラプス映

像での現場確認を導入した場合の立会確認効率化効果の

試算結果は表-1のとおりである．削孔作業の進行状況を

現地で確認するためには，1本あたり約1時間程度現場に

拘束され，移動時間を含めると削孔作業の立会には100

分程度を要する．一方，本研究におけるタイムラプスの

設定では，1時間当たりの作業を約1分で確認でき，立会

に要する時間を大幅に削減可能との試算結果が得られた． 

 

表-1 タイムラプスによる施工管理の効果（試算） 

 

(5) AIによる画像認識を活用した施工管理 

 タイムラプスは連続した画像（フレーム）で構成され

るため，(4)で述べたような映像でのチェック作業にお

いてAIによる画像認識が適用可能であると考え，さらな

る施工管理の効率化に向け検討を行った． 

今回検討した手法は，削孔に使用したケーシングの円

形断面を画像認識で自動検出することによる，削孔長の

自動確認である．画像認識の教師データには，図-8に示

すようなテンプレート画像を用意した．画像認識AIのコ

ーディングにあたっては，生成AI（ChatGPT）を活用す

ることで，プログラミングの専門知識が無くとも短時間

でコードの作成が可能であった． 

画像認識AIによるケーシング検出結果の一例は図-9に

示すとおりで，タイムラプス動画の各フレームから，ケ

ーシングを自動抽出できた．さらに，経過時間とケーシ

ング抽出数の関係を表したグラフの自動出力も可能で

(図-10参照)，タイムラプス映像とグラフを照らし合わせ

ながら検出結果の妥当性を確認することも可能であった． 

   
図-8  画像認識AIの学習に用いた教師データの一例 

 

 

図-9  画像認識AIによるケーシング検出結果の一例 

 

 

図-10  AIで作成した経過時間とケーシング抽出数の関係 

 

4.  タイムラプスを用いた技術力向上への取組 

(1)   グラウンドアンカー工に関する技術伝承 

 前述した施工者間調整会議勉強会の中で，グラウンド

アンカー工の施工技術を学んだ方法について施工者への

ヒアリングを行った結果，現場での実務を通じて学ぶこ

とが多いことが確認された．実作業を通じた教育は，現

場に密着しており実践的である一方，技術者不足や限ら

れた工事機会の中で，若手技術者が今後も同様に経験を

積むことは難しくなっている．さらに，技術者個人の技

項

目 
従来立会 

ﾀｲﾑﾗﾌﾟｽ 

での立会 
削減時間 

削減時間 

(全数立会) 

削

孔

状

況 

100分/本 
移動50分 
立会50分 

1分/本 
動画20秒 

99分/本 
99分 × 61本＝ 
計 6,039分 

適

性

試

験 

105分/本 
移動50分 
立会55分 

1分/本 
動画22秒 

104分/本 
104分 × 4本＝ 
計 416分 

拡大 

緊張荷重(目盛)と 

設計荷重を比較 

荷重(目盛)の変化

と 

拡大 

検出部分 

最大検出数＝使用数 
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能，知識，また教え方に内容が依存するため，その内容，

レベルにばらつきが発生しやすい． 

 こうした課題に対し，映像による学習は，次のような

点で教育効果を高めることができる． 

a) 施工プロセス全体の把握 

作業工程の全体像が一目で分かるため，通常の現場教

育では断片的にしか把握できない作業の流れを，体系的

かつ順を追って理解できる． 

b) 学習の効率化 

実際に現場へ行かずとも，繰り返し視聴できるため，

現場での実作業に依存せず，何度も確認しながら学習す

ることが可能である．現場の施工がない期間でも，技術

の学習を継続できる機会を与えられる． 

c) 技術の標準化 

基準書に基づいた解説を加えることで，現場毎の作業

のばらつきを排除し，標準化された施工手順を確認する

ための教材となる． 

 

上記のうち，タイムラプスは施工プロセス全体の把握

および学習の効率化に長けていることから，施工管理で

の活用を目的に取得したグラウンドアンカー工のタイム

ラプス映像をベースに，拡大写真や設計基準・施工管理

基準など技術の標準化につながる情報を加えることで，

技術伝承効果の高い「施工解説動画」の作成を試みた． 

 

(2) 施工解説動画の作成 

動画制作にあたっては，施工プロセス全体を可視化す

ることを目指した．特に，作業工程を正確に記録し，視

聴者にとって視聴しやすいよう動画時間に留意し，概ね

10分程度を目安とした． 

続いて，動画作成のプロセスを以下に示す． 

a) 対象者の設定 

施工解説動画を作成するにあたっては，視聴対象者を

以下のとおり設定し，初学者でも理解できる基礎的な内

容を主軸に，技術的な解説を含めた構成とした． 

①発注者側の若手監督員 

 グラウンドアンカー施工の全体管理や品質管理の視点

を強化するため，施工管理のポイントや，工法上のリス

クとその対策についての知識の習得を目標とする． 

②施工者側の若手技術者・技能者 

グラウンドアンカーの出来形・品質・工程等の施工管

理や安全対策を適切に行えるよう，グラウンドアンカー

工の基本的な内容に加え，作業全体の流れや現場条件を

踏まえた対応を講じるための知識の習得を目標とする． 

b) 内容の計画 

動画制作に先立ち，構成案（シナリオ）の作成と技術

的情報の整理を行った．  

① シナリオの作成 

グラウンドアンカー施工の全工程を段階的に解説する

構成とした．まず初めに，グラウンドアンカー工の構造

や用語の説明を行い，次に施工の各プロセスを順に解説

する．準備工，削孔，グラウト注入打設，品質保証試

験・定着緊張，頭部処理の各段階について，それぞれの

施工方法と留意点を解説する構成とした． 

② 技術的情報の整理 

シナリオの案が完成した段階で，前述した施工者間調

整会議勉強会を開催して施工者にヒアリングを行い，現

場でのノウハウや経験を抽出した．ヒアリングの結果か

ら，参考図書6)に記載されている技術的内容に加え，ク

レーンの作業半径や使用する足場の構造といった現場条

件を踏まえた留意点なども追加することとした． 

c)  撮影 

施工プロセスの録画は主に施工管理に使用したタイム

ラプス映像を用いたが，各工程における特に注意すべき

ポイントや作業上のコツ，品質管理のための要点といっ

た重点的に撮影する必要があるものについては，別途通

常動画や拡大動画の撮影を行った．また，視聴者が見逃

しやすい箇所については，映像内で強調表示を行った． 

d) 編集 

撮影した映像を整理し，次の手順で編集を行った． 

①映像の整理 

各ステップの映像を整理し，適宜セクションを設定す

ることで，全体の流れが理解できるように調整した． 

②ナレーションの追加 

施工の重要なポイントをわかりやすく伝えるため，ナ

レーションを追加し，技術的な解説だけでなく，施工中

のリスクや注意点についても言及するようにした．また

視聴条件に左右されないよう，字幕を常に表示した． 

③グラフィックやテキスト，アニメーションの挿入 

作業内容を補完するために，グラフィックやテキスト

を挿入し，視覚的に理解しやすくした． 

④参考図書の紹介 

より深く学習する際の参考として、関係図書(グラウ

ンドアンカー設計・施工基準，同解説【公共社団法人地

盤工学会】6) など）の紹介も動画の最後に加えた． 

 なお，編集作業の様子は図-11 に示すとおりである．

編集作業には市販の動画編集ソフトを使用しており，収

集・整理した動画や技術的情報を組み合わせて，一本の

動画に取りまとめた． 

 

 

図-11  動画の編集作業の様子 

プレビュー 動画素材 

タイムライン 

（ビデオや画像の配置） 
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作成した動画のイメージは図-12 に示すとおりである． 

作成した動画の本編は，下記webページで公開している． 

 

 
図-12  作成した動画のイメージ 

 

(3) 施工解説動画の効果 

作成した動画について，関係者に視聴を依頼した結果，

「学習素材として効果的」との意見が多く得られた.今

後，施工解説動画の公開や研修資料としての利用を進め

若手技術者の技術力向上につなげるとともに，熟練者に

よる技術指導の支援ツールとしても役立てたい． 

【視聴者からの意見】 

a) 施工者の声 

・施工手順が一目で理解でき，分かりやすい． 

・映像であることから学習までのハードルが低く，土木

未経験者でも興味を持って視聴できた． 

・今後の社内教育にも積極的に活用したい． 

b) 発注者の声 

・グラウンドアンカーの監督経験が無くとも大まかな内

容を把握でき，映像の持つ伝達力を確認できた． 

・注意すべきポイントが理解しやすく，施工プロセスを

把握する上で発注者の業務の一環として有益であった． 

 

5.  今後に向けて 

(1)  タイムラプス映像による施工管理の普及 

 タイムラプス映像による施工管理の普及に向けては，

まずその有用性の認知が不可欠であり，今後も現場で積

極的に取り組みたい．加えて，映像活用に伴う既存書類

の削減や，映像データの受け渡し方法の効率化も普及に

向け有効と考えられることから，今後検討していきたい． 

一方，タイムラプス映像で施工プロセスが可視化され

ると，施工者は「発注者に監視されている」と感じる可

能性もある．撮影は監視目的ではなく，受発注者間の早

期情報共有によるミス防止や協議の迅速化，受発注者双

方の技術力向上が目的である点の強調も必要と考える． 

 

(2)  施工解説動画の他工種への応用 

 タイムラプス映像を用いた施工解説動画の作成は，他

工種でも有効と考える．また，作成作業を通じて筆者自

身のグラウンドアンカー工の知識の習得にもつながった

ことから，作成者自身の技術力向上の観点からも有意義

である．しかし，施工解説動画の作成には，撮影の手間

に加え，シナリオ作成，情報収集，撮影許諾や基準書使

用申請など，多くの労力を必要とする．(公財)兵庫県ま

ちづくり技術センターなど他府県のセンターにおいても 

施工解説動画の作成・公開に取り組まれていることから7)， 

作成・公開を効率的に進めるべく連携を深めたい． 

  

(3)  画像認識AIによる施工管理の汎用化 

画像認識AIによる施工管理を様々な現場で汎用的に活

用するには，映像から情報を得やすくするための対象物

の配置の工夫が有効であることに加え，大量の教師デー

タによる学習が不可欠となる．教師データとなる映像の

収集に向けては，本研究で提案した動画による施工管理

の普及や，産学官の枠組みによる動画活用の推進により，

施工映像が自動で収集される仕組みの構築が求められる． 

 

6.  まとめ 

 本研究では，比較的安価で取り扱いが容易なタイムラ

プス映像を活用した斜面対策工施工管理の効率化につい

て検討を行い，その有用性が確認できた．また，取得し

たタイムラプス映像に解説を加えて作成した施工解説動

画が，技術伝承に効果的であることも確認できた． 

タイムラプス映像は，汎用的なカメラでも撮影でき，

地方自治体や中小規模施工者にとっても手軽に導入可能

で魅力的な選択肢となり得る．本研究での開発技術が，

地方の建設現場へのDXの導入を加速させる一助となり，

施工管理の負担軽減や精度向上に寄与することを期待し，

引き続き技術の開発と普及に取り組んでいきたい． 

 

謝辞：本稿執筆にあたり，ご協力頂いた長浜土木事務所

木之本支所，(公財)滋賀県建設技術センター，および各

受注者の皆様に厚くお礼申し上げます． 
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市長出演！自転車利用ルールの周知徹底を 

目指した地域連携による広報活動の報告 

 

中原 圭太1・田村 香音2 

 
1株式会社建設技術研究所 九州支社 道路・交通部（〒810-0041 福岡市中央区大名2-4-12CTI福岡ビル） 

2株式会社建設技術研究所 大阪本社 道路・交通部（〒541-0045 大阪市中央区道修町1-6-7） 

 

自転車は、生活の身近な移動手段やレジャーの手段として広く利用されている一方で、安全

性やマナーの問題による課題も大きな社会問題となっている。2024年に改定された「安全で快

適な自転車利用環境創出ガイドライン」でも「利用ルールの徹底」の重要性が強調されており、

全国的に早急な対応が求められている。本論文では、芦屋市内の青矢羽根整備区間を対象に、

兵庫国道事務所が実施した自転車利用ルールの広報活動を報告する。地域との連携を図るため、

兵庫県警や芦屋市と協力し、オリジナルキャラクター制作や芦屋市長出演動画のYoutube配信等、

新たな手法で周知を実施した結果、自転車のルールの認知率やマナーの向上に寄与した。 

 

キーワード 交通安全教育，自治体連携，意見交換，広報，情報発信  

 

 

1.  はじめに 

自転車は、買物や通勤、通学、子供の送迎等の日常生

活における身近な移動手段や、サイクリング等のレジャ

ーの手段として、多くの人々に利用されている。近年で

は、環境負荷の少ない移動手段としても注目され、健康

増進や脱炭素社会、地域活性化や交通混雑の緩和等とい

った観点から、国としてもその活用を推進している。 

しかしながら、道路における自転車走行の安全性につ

いては、依然として多くの課題が残存していることが現

状である。自転車が安全に走行するための十分な専用通

行空間が不足していることや、青矢羽根などの路面表示

の不整備・劣化など、ハード面の課題は多岐にわたる。 

一方で、歩道上の高速走行や逆走、夜間のライト無点

灯等の無秩序な利用も多く見られ、ルールやマナーの理

解不足といったソフト面での課題も大きな社会問題とし

て取り上げられている。 

こういった背景のもと、令和6年6月に改定された「安

全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」では「質

の高い自転車通行空間の整備促進」とともに「利用ルー

ルの徹底」の重要性が強く謳われており、全国的に早急

な対応が求められている。自転車利用の利便性を損なう

ことなく安全で快適な走行環境を整えるためには、ハー

ド面・ソフト面の両方からのアプローチが不可欠となる。 

 

2.  芦屋市の青矢羽根整備の概要 

当該箇所は、国道2号 芦屋市上宮川町西～楠町（約

0.7km）、芦屋市道2箇所では、2022年度に車道混在が整

備された。（図-1、2）当該箇所は、JR芦屋駅に近いこ

とから朝夕ピークに100台/hを超える自転車交通量（図-3）

があり、「芦屋市自転車ネットワーク計画」にて、ガイ

ドラインの選定項目に基づき抽出される「自転車ネット

ワーク路線」として選定されており、将来的に国道2号

は自転車道に、市道2箇所は自転車専用通行帯に整備予

定となっている。 

 
出典：国土地理院地図を基に作成 

図-1  車道混在整備箇所位置図 

  

図-2  青矢羽根整備状況 

  

車
道
混
在
整
備

区
間
（
市
道
）

車
道
混
在
整
備

区
間
（
市
道
）

２上宮川町西
交差点

：車道混在（青矢羽根）整備区間

車道混在整備区間（国道2号） L＝約0.7km

一般部門(安全・安心)Ⅰ：No.10

1



 

図-3  国道2号における自転車交通量 

 

3.  整備後に明らかになった課題 

(1)  車道への転換不足 

自転車通行空間明示効果として、車道と自歩道の通行

割合をビデオ観測により計測した。その結果、整備前後

で大きく変わらずどの時間帯も8割以上の自転車が自歩

道を通行している状況であった。（図-4） 

 

出典：交通量調査日時（整備前：2020年12月15日（火）、 

整備後：2022年11月17日（木）7時～19時） 

図-4  車道と歩道の通行割合（断面合計） 

 

(2)  自歩道上での高速走行 

自歩道上を走行する自転車の平均速度は、歩道通行時

のルールに概ね沿った10km/h未満の低速車は、依然2％

程度と設置前から増加してしておらず（図-5）、20km/h

以上の自転車が約1割を占める状況であった。また、歩

道通行に占めるスポーツ車の割合も約1割（図-6）と変

化なく、青矢羽根設置後も歩行者と自転車が交錯する事

故のリスクが残存する状況であった。 

 

出典：交通量調査日時（整備前：2020年12月15日（火）、 

整備後：2022年11月17日（木）7時～19時） 

図-5  歩道を通行する自転車の走行速度（7:50～8:50） 

 

出典：交通量調査日時（整備前：2020年12月15日（火）、 

整備後：2022年11月17日（木）7時～19時） 

図-6  歩道を通行する自転車の走行速度（7:50～8:50） 

 

(3)  自転車利用マナーの悪さ 

バス事業者２社を対象に、芦屋市に整備された青矢羽

根路面表示の印象等をヒアリングしたところ、どちらの

事業者も車道上で自転車と混在して走行することにスト

レスを感じている部分も多いとのご意見があった。 

【バス事業者の主な意見】 

⚫ 車道を走行する学生やスポーツバイクが非常に多

く、自動車側からはなかなか追い抜きしにくい。 

⚫ 左折時の幅寄せ時に巻き込み確認を徹底している。

少しでも幅を空けると自転車がすり抜けてくる。 

⚫ 自転車側からすれば、青矢羽根の整備は走行位置

の選択肢が増えたという印象なのではないか。そ

もそも青矢羽根上での走行ルール等をしっかりと

認知できていないと思う。 

⚫ 自転車側にも道路交通法を学んでもらうことが必

要であり、交通ルールを把握していない状態で車

道を走行させるのは危険である。 

⚫ 自転車が車道を走行することで、ドライバーの方

が気を遣うことが多い。自転車との事故が発生し

た場合、過失割合では必ずバスが不利である。バ

スは自家用車程すぐに急減速できないので、自転

車側にも当事者の意識をしっかりと持って、注意

をしてほしい。 

 

(4)  自転車利用ルールの認知不足 

当該区間を日常的に自転車で通行する方を対象にアン

ケート調査を実施したところ、青矢羽根の意味を理解し

ている方は約6割に留まっていた。また、車道が怖いか

ら歩道を通行する方が多く、その他、路上駐車や車との

並走に危険を感じていることが分かった。自転車ルール

の理解にバラツキがあり、十分浸透していない実態が明
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N=193

N=209

設置前

設置後

88%

87%

12%

13%

91%

91%

9%

9%

92%

90%

8%

10%

設置前

設置後

N=1,699

N=1,656

シティサイクル

N=1,873

N=1,898

市道125号線
（東側の市道）

N=589

N=562

設置前

設置後

設置前

設置後

市道184号線
（西側の市道）

国道2号

一般部門(安全・安心)Ⅰ：No.10

2



らかになった。（図-7、8） 

 

出典；WEBアンケート調査（芦屋市、神戸市、尼崎市、西宮市

内在住で、週1回以上当該区間を通過する自転車利用者） 

図-7  青矢羽根の意味の認知状況 

 

図-8  一般的な自転車通行ルールの認知度 

 

4  周知徹底に向けた広報施策 

(1)  広報施策の方針 

これまでの効果検証結果を踏まえ、自転車ルールに関

する更なる浸透が必要であることから、今年度は整備概

要、自転車利用ルールの周知を目的とした広報活動を検

討した。（表-1） 

 

表-1  広報ターゲットとポイント 

タ ー ゲ

ット 
課題 周知すべきポイント 

自転車 

利用者 

➢ 青矢羽根設置後に歩道か

ら車道に転換した自転車

はわずか 

➢ 歩道で徐行しない 

➢ 車道通行時の逆走 

➢ 自転車が停車車両を追い

越す際に後続車両を確認

しない 

✓ 自転車ルールの浸透 

①自転車は原則車道 

②歩道走行時歩行者優先・徐

行義務 

③車道逆走禁止 

④後方確認の習慣付け 

⑤交差点通過時は左折車に気

をつける 

自動車 

ド ラ イ

バー 

➢ 自転車を追い越す時や左

折時の後方確認をしない

自転車がストレス 

✓ 左折時に後続する自転車の有

無を確認してから左折する 

✓ 駐停車車両を回避する自転車

に気を付けながら運転する 

なお、広報施策の方針を検討するにあたって兵庫国道

事務所を中心に芦屋市および兵庫県警と連携し、関係機

関による勉強会を計3回実施した。各回では、整備状況

や実態調査結果を共有した上で、ターゲット層の整理、

伝えるべき情報や媒体ごとの訴求力について議論を実施

した。これらの勉強会を通じ、関係機関との合意形成を

経て、最終的な広報施策の内容を決定した。（図-9） 

 

図-9  勉強会における決定事項 

 

(2)  広報手法の検討 

利用者の行動変容と理解促進を図るため、単なる注

意喚起にとどまらず視認性や親しみやすさを重視し、

「基本的な自転車利用ルールの正確な伝達」とともに

「共感を生むコンテンツづくり」を重視した。その一環

として、オリジナルキャラクターを作成し、広報物に登

場させることで視覚的な印象が強まるよう工夫した。 

a) チラシ・ポスター 

チラシ・ポスターは、自転車利用者やドライバーがそ

れぞれ当事者意識を持っていただけるよう、自転車版、

クルマ版の2種デザインを作成した。（図10、11） 

  

37.0

56.3

26.5

8.3

6.5

5.3

1.5

11.5

4.5

0% 20% 40% 60%

自転車が通行しなければならない

自転車が通行して良い

車が入ってはいけない

バイクが通行しなければならない

バイクが通行して良い

路上駐車禁止

オンデマンドバス通行区間

意味を知らない

あてはまるものはない

青矢羽根の意味を正
しく知っている方は、
約6割に留まる

N=400

91.0 3.55.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

○ × わからない

①自転車は、車道の左端通行が原則である。

②普通自転車歩道通行可の標識がある歩道を自転
車で通行する際は、歩行者に気をつけていれば、
どこを通行してもよい。

③矢羽根のマーク上を自動車は通行することができ
ない。

49.3 44.3 6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

○ × わからない

車道左側通
行の原則は
約9割が理
解している

約5割が矢羽根区間

は車がはいってはい
けないと認識

35.5 48.8 15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

○ × わからない
約4割がどこを通行し
てもいいと認識

N=400

N=400正しいと回答 正しくないと回答 わからない

正しいと回答 正しくないと回答 わからない

N=400

正しいと回答 正しくないと回答 わからない

関係者会議実施日

6.4(火)第1回

7.2(火)第2回

7.30(火)第3回

広報媒体や場所細分化ターゲット

➢ 下記施設でのチラシ配布・ポスター掲示
幼稚園・保育園・こども園等の児童福祉施設、
買い物店舗、子供向けの娯楽施設

子供を乗せた
電動アシスト
自転車

自転車
ユーザー
【芦屋市民】

➢ 下記施設でのチラシ配布・ポスター掲示
小中学校・駅周辺の駐輪場

➢ 駅構内デジタルサイネージ

駅ユーザー
（通勤通学）

➢ 公共施設のチラシ配布・ポスター掲示
➢ X（兵庫国道公式アカウント）
➢ Youtube（兵庫国道公式チャンネル、芦屋市広

報番組【公式】、兵庫県警察公式等）

その他

➢ 下記施設でのチラシ配布・ポスター掲示
市役所、警察署、教習所・運転免許センター

➢ 市役所でのデジタルサイネージ
➢ X（兵庫国道公式アカウント）、Youtube（兵庫

国道公式チャンネル、芦屋市広報番組【公式】、
兵庫県警察公式等）

自動車ドライバー
【芦屋市民＋α】

参加者
・芦屋市
・兵庫県警察本部
・芦屋警察署
・兵庫国道事務所

（関係者会議の様子）

撮影日：7月30日（火）
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図-10  自転車版チラシ 

  

図-11  クルマ版チラシ 

自転車版チラシは、手に取っていただくためポップな

デザインを意識し、内容に親しみを持っていただくため

キャラクターを作成した。内容は車道左側通行を強調し、

自分事として見ていただくためルールを守らなかった場

合に発生する罰金の紹介なども行った。クルマ版チラシ

は、ルールを守る重要性を理解いただけるよう兵庫県内

の自転車事故についてを表記した。クルマユーザーにも

自転車の基本的なルールを知っていただくため、既存情

報にアクセス可能なQRコードを掲載し詳細を案内した。 

チラシ・ポスターは、芦屋市内の児童福祉施設や学校、

買い物施設や駐輪場等に配布・掲載した。自転車版とク

ルマ版を合わせ、約15,000枚ほど配布した。（表-2） 

 

表-2  配布先 

チラシ・ポスター配布施設 
配布数 ポスター設置 

自転車 クルマ 自転車 クルマ 

児童福祉 
施設 

芦屋市立 岩園幼稚園 
ほか30施設 

2,441枚 - 各1枚 - 

小学校 
芦屋市立 浜風小学校 

ほか7施設 
4,910枚 - 各1枚 - 

中学・高
等学校 

芦屋市立 山手中学校 
ほか8施設 

3,155枚 - 各1枚 - 

買い物 
店舗 

コープ浜芦屋店 
ほか3店舗 

各30枚 各30枚 各1枚 各1枚 

娯楽 
施設 

シンコースポーツ体育館 
ほか1店舗 

240枚 240枚 各1枚 各1枚 
公共 

施設 

芦屋市立 潮芦屋交流セン
ターほか5施設（自治会は
13箇所に配布） 

駐輪場 
阪神打出駅前自転車駐輪

場ほか9駐輪場 
300枚 - - - 

市役所 
芦屋市役所 30枚 - 1枚 - 

市民サービスコーナー 30枚 30枚  1枚 

警察署 兵庫県 芦屋警察署 30枚 30枚 1枚 1枚 

教習所 県警より配布 - 2,900枚 各1枚 各1枚 

計 11,560枚 3,570枚 197枚 209枚 

 

b) 広報動画の作成・配信 

住民へのメッセージとしての説得力を高めるため、動

画広報では芦屋市長の出演を提案した。関係者会議を経

て決定した動画内容について、芦屋市との協議を実施し、

芦屋市長の出演依頼や詳細な動画内容を議論した。視聴

者への親近感や注目度・説得力の向上を図るため、芦屋

市長にヘルメットを着用していただき青矢羽根整備箇所

上を走行いただいた。動画は、兵庫国道事務所や芦屋市、

兵庫県警察公式のSNS等で配信した。（図-12） 

 

図-12  広報動画シーン抜粋 

 

5.  効果検証 

(1)  効果検証結果の概要 

チラシ・ポスターの配布後（動画配信前）の青矢羽根

の整備状況や自転車五原則等のルールの広報による効果

検証結果を表-3に示す。 

整備箇所の交通状況は、車道への転換も一定数みられた

が、車道上の逆走車の割合にほとんど変化は見られず、

歩道を通行する自転車の速度についても効果は限定的で

あった。また、バス事業者へのヒアリングでは、市道

184号線は以前に比べて逆走車は減ったものの、逆走車

整備された青矢羽根上を

芦屋市長に走行いただく様子
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についての課題はまだまだ残るとの意見を頂いた。 

道路利用者の意識は、自転車五原則等のルールの理解度

は向上しており、「チラシを見て行動が変わった点また

は行動を変えようと思った点」として「左側通行を守る」

といった意見が多くあがっていることから、自転車通行

時のルールに対する意識は向上したことが分かった。ま

た、バス事業者へのヒアリングでは、自転車利用者のマ

ナーは向上したと感じ、バスドライバーから自転車への

苦情が少なくなったと意見を頂いた。 

ただし、車道を通行する自転車利用者からは「車の近

くを走るので基本危ない」という意見が6割、歩道を通

行する自転車利用者からは「車道を走るのが怖い」とい

う意見が9割と多くなっている。よって、車道における

安全性には引き続き課題が残っていると推測される。 

広報状況については、チラシを「見かけた」と回答し

た人が全体の4割を占め、そのうち「中身を確認した」

と回答した人は6割となった。また、チラシを見かけた

場所としては市役所が最も多く、チラシの良かったとこ

ろとして「青矢羽根の意味が役に立った」という意見が

4割となっていた。 

表-3  検証結果まとめ 

表-4  自転車利用ルールの認知率向上状況 

 

 

 

図-13  車道通行割合の増加状況 

 

(2)  バス事業者からの声 

バス事業者へのヒアリングの結果、国道2号の青矢羽

根上での逆走は減った。ただし、逆走を含め自転車走行

車のマナーは車と比較するとまだまだであり、今後もマ

ナー向上の取り組みを進めて頂きたい、とのご意見をい

ただいた。 

 

6.  今後の展望 

今回の効果検証結果は、チラシポスターのみを対象相

としているため、動画配信後の効果検証を今後実施予定

である。一定の効果が見られたことから、他地域への水

平展開を検討する予定である。 

 

正答率
答え設問

今年度過年度

55.4％39.8％
必ず歩道でなく
ても良い

普通自転車歩道通行可の標識（図１）がある道では、
自転車は歩道を通行しなければならない。

61.9％48.8％
歩道の車道寄り
を走行しなけれ
ばならない

普通自転車歩道通行可の標識（図１）がある歩道を自
転車で通行する際は、歩行者に気をつけていれば、ど
こを通行してもよい。

55.9％43.5％○
自転車は車道通行が原則ではあるが、13歳未満の子ど
もや70歳以上の高齢者等については、歩道を通行する
ことができる。

90.6％82.3％
徐行しなければ
ならない

自転車で歩道を通行する際には、歩行者がいなければ
自分が安全と思う速度まで出してもよい。

77.2％65.8％②
車道を通行している場合、自転車利用者が見るべき信
号（図２）はどちらでしょうか。

86.1％63.0％①
歩道を通行している場合、自転車利用者が見るべき信
号（図２）はどちらでしょうか。

86.6％78.5％
二段階右折をす
る必要がある

信号のある交差点を自転車で右折しようとする場合、
図３のように進行しなければならない。

※WEBアンケート調査（過年度：令和5年2月実施(n=400) 今年度：令和6年11月実施(n=202)）

②

①

（図2）（図1） （図3）
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②
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10.1%
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5.0%

10.0%

15.0%

整
備
前

整
備
後
①

整
備
後
②

車道通行割合

C断面

増加

増加 増加

車道を通行する自転車利用者の割合は、全ての断面で増加

実施内容

―整備前

青矢羽根整備後
（R4年度）

整備後①

広報実施後
（R6年度）

整備後②
出典：国土地理院地図を基に作成

＜車道通行割合の変化＞

＜青矢羽根整備区間＞

：車道混在（青矢羽根）整備区間
：交通量調査断面

検証の視点 検証結果 

整備箇所の

交通状況 

 車道の通行割合は各路線とも増加しており、車道

への転換が見られた 

 車道での逆走は国道2号、市道184号では大きな変

化はなく、市道125号では増加していた。 

 ヒヤリハットは市道184号で多く見られた。 

 バス事業者へのヒアリングでは、市道184号線は以

前に比べて逆走車は減ったものの、逆走車につい

ての課題はまだまだ残るとの意見を頂いた。 

→車道への転換が見られる一方で、逆走車やヒヤリ

ハットが発生していることから、引き続き課題が

残っていると考えられる。 

道路利用者

の意識 

 自転車に関するルールの理解度は昨年度と比較し

て向上していた。 

 チラシを見て行動が変わった点または行動を変え

ようと思った点として「左側通行を守る」といっ

た意見が多くあがった。 

 バス事業者へのヒアリングでは、自転車利用者の

マナーは向上したと感じ、バスドライバーから自

転車への苦情が少なくなったと意見を頂いた。 

→自転車通行時のルールに対する意識は向上してい

ると考えられる。 

広報状況 

 チラシを見かけた人が4割、見かけた人のうち中身

を確認した人は6割となっており、一定の認知が確

認できた。 

 チラシを見かけた場所としては市役所が4割、チラ

シの良かったところとして「青矢羽根の意味が役

に立った」という意見が 4 割と最も多くなってい

た。 

→一定の認知が確認されており、チラシの主題であ

った青矢羽根の意味についての広報が役に立った

という意見がみられた。 

また、市役所でのチラシ配布が効果的であったこ

とから、今後の広報においても留意するとよい。 
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